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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成16年３月期において在外子会社盛勢達国際貿易(上海)有限公司を新たに連結の範囲に含めております。

３ 平成17年３月期において在外子会社ジョン・オー・バトラーメキシコを新たに連結の範囲に含めておりま

す。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 64,986 62,350 63,878 69,182 70,521

経常利益 (百万円) 1,778 1,889 3,046 3,754 3,197

当期純利益 (百万円) 4 315 1,243 1,691 690

純資産額 (百万円) 29,214 29,393 30,181 30,750 30,393

総資産額 (百万円) 60,689 60,747 61,356 64,197 61,837

１株当たり純資産額 (円) 486.01 489.18 502.60 556.49 563.54

１株当たり当期純利益 (円) 0.08 5.25 20.71 28.67 12.66

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.1 48.4 49.2 47.9 49.2

自己資本利益率 (％) 0.0 1.1 4.2 5.6 2.3

株価収益率 (倍) 3,775 62.7 20.1 23.5 49.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,915 4,435 4,025 4,146 2,587

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,780 △2,017 △2,039 △455 △1,062

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,034 △786 △1,861 △3,252 △3,130

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 3,623 5,085 5,258 5,787 4,209

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
1,521 
(182)

1,490
(133)

1,464
(128)

1,480 
(119)

1,552
(94)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 51,441 48,764 49,228 51,099 49,621

経常利益 (百万円) 2,257 2,033 2,633 2,724 2,107

当期純利益 (百万円) 504 809 1,315 1,283 786

資本金 (百万円) 10,782 10,782 10,782 10,782 10,782

発行済株式総数 (千株) 60,161 60,161 60,161 60,161 60,161

純資産額 (百万円) 33,646 35,524 36,234 35,272 34,655

総資産額 (百万円) 52,432 54,568 56,620 56,270 53,045

１株当たり純資産額 (円) 559.74 591.21 603.41 638.32 642.56

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)
8 

(4)
8

(4)
8

(4)
10 
(5)

5
(5)

１株当たり当期純利益 (円) 8.40 13.47 21.89 21.75 14.42

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.2 65.1 64.0 62.7 65.3

自己資本利益率 (％) 1.5 2.3 3.7 3.6 2.2

株価収益率 (倍) 36.0 24.4 19.1 30.9 43.3

配当性向 (％) 95.2 59.4 36.5 46.0 34.7

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
943 
(96)

910
(97)

872
(99)

878 
(95)

892
(94)



２ 【沿革】 

 
  

昭和21年２月 創業者金田邦夫が金田金属工業株式会社を設立し金属チューブ技術を活かし、ね
り歯磨の製造を開始。――(創業)

昭和23年５月 薬用歯磨を開発し、塩野義製薬株式会社と販売提携契約を結ぶ。
昭和25年11月 金田金属工業株式会社、帝国合同ゴム工業株式会社、極東化工株式会社、株式会

社星光社の４社合併によりサンスター株式会社を設立。――(会社設立年月)
昭和27年４月 「サンスター株式会社」から「サンスター歯磨株式会社」へ商号変更。
昭和28年10月 サンスター歯磨株式会社が太陽チューブ工業株式会社、巴産業株式会社を吸収合

併。
昭和33年８月 大阪府高槻市に本社、工場を完成。
昭和36年10月 大阪証券取引所市場第二部に上場。
昭和41年４月 大阪証券取引所市場第一部に上場。
昭和44年９月 塩野義製薬株式会社と販売提携契約を解消。
昭和48年６月 サンスター歯磨株式会社がサンスター歯刷子株式会社を吸収合併。
昭和55年12月 「サンスター歯磨株式会社」から「サンスター株式会社」へ商号変更。
昭和62年２月 徳島県板野郡松茂町に四国徳島工場完成。
昭和62年３月 サンスター株式会社が広州白雲山製薬総廠(中国)と合弁会社日星白雲山有限公司

(中国)を設立。
昭和63年８月 サンスター株式会社が米国子会社を通じてジョン・オー・バトラーカンパニー

(現・サンスターアメリカインク)(米国)(現・連結子会社)を買収・合併。
平成11年９月 サンスター株式会社がエス・エム・アイ株式会社(現・サンスターマーケティング

株式会社)(日本)(現・連結子会社)の株式を取得。
平成12年４月 在外連結子会社サンスターアメリカインクがフランスの販売会社であるメディカ

デントS.A.S.(現・連結子会社)およびファーマデントS.A.S.(現・連結子会社)を
買収。

平成14年１月 サンスター株式会社が在外連結子会社サンスターキャピタル(ルクセンブルク)
S.A.(現・連結子会社)を設立。

平成14年３月 サンスター株式会社は契約期間の満了に伴い日星白雲山有限公司(中国)にかかわ
る合弁契約を終了。

平成14年４月 サンスター株式会社が在外子会社盛勢達国際貿易(上海)有限公司(中国)(現・連結
子会社)を設立。

平成14年９月 サンスター株式会社が在外連結子会社サンスターローザンヌSA(現・サンスタース
イスSA)(スイス)(現・連結子会社)を設立。

平成15年10月 在外連結子会社サンスターアメリカインクの子会社を含む欧州事業を在外連結子
会社サンスタースイスSAに移管。

平成19年２月 ＳＳＡ株式会社(日本)(現・親会社)がサンスター株式会社の普通株式に対する公
開買付けを実施。

平成19年３月 ＳＳＡ株式会社による公開買付けの結果、同社の保有する議決権の数が50％超と
なり、ＳＳＡ株式会社はサンスター株式会社の親会社に該当。



３ 【事業の内容】 
当社および関係会社は、当社、連結子会社10社、親会社２社およびその他の関係会社１社で構成され、

事業は、オーラルケア、コスメタリー、その他の事業に係る製商品の製造・販売を主な内容とし、さらに
これらに付帯するサービス業務などを展開しております。 
当社および関係会社の事業に係る位置づけおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであ

ります。 
なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

  

 
(注) １ ＳＳＡ株式会社は、当連結会計年度に当社普通株式に対する公開買付けを実施しました。その結果、同社の

所有する当社議決権の数は50％超となりましたので、当社の親会社になりました。同時に、ＳＳＡ株式会社

の親会社であるSunstar SAについても親会社に該当することとなりました。 

２  サンスターアメリカインクは、前連結会計年度まで、通称：サンスターバトラーと記載しておりましたが、

当連結会計年度より正式名称で記載しております。 

  
  

区分 主要製品等 会社

製造・販売
業務

オーラルケア
事業

歯磨、歯ブラシ等

当社、サンスターマーケティング株式会社、サンスタ
ーアメリカインク、ジョン・オー・バトラーメキシ
コ、サンスターファーマシューティカルインク、ジョ
ン・オー・バトラーGmbH、メディカデントS.A.S.、フ
ァーマデントS.A.S.、盛勢達国際貿易(上海)有限公
司、サンスタースイスSA      (会社総数10社)

コスメタリー
事業

化粧品、シャンプー等
当社、サンスターマーケティング株式会社 
                 (会社総数２社)

その他の事業 食品、洗剤等
当社
                 (会社総数１社)

その他

ファイナンス業務
サンスターキャピタル(ルクセンブルク)S.A. 
サンスタースイスSA        

貨物運送取扱 
不動産管理業務

ＳＴＡＲＬＥＣＳ株式会社

事業会社の株式または持分の
取得および保有、管理、譲渡 
および経営関与等

ＳＳＡ株式会社
Sunstar SA 
                 (会社総数５社)



事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有[被所有]割合」欄の( )は間接所有割合で内数であります。 

３ 特定子会社であります。 

４ 連結売上高に占める売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の割合が100分の10を超えております。

主な損益情報は下記のとおりです。 

  

 
５ 上記の子会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。 

６ その他の関係会社であるＳＴＡＲＬＥＣＳ株式会社の状況については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務

諸表等 (1)連結財務諸表 関連当事者との取引」に記載しているため、記載を省略しております。 

  

名称 住所
資本金 

又は出資金 
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の
所有 

[被所有] 
割合 
(％)

関係内容

役員の兼任等
貸付金及び 
借入金

営業上 
の取引当社

役員
当社
従業員

(親会社)

ＳＳＡ株式会社
大阪府 
高槻市

10 その他 [52.9] 0 0 なし なし

Sunstar SA スイス
千Sfr

100 
 

その他
[52.9]

([52.9])
2 0 なし なし

(連結子会社)

サンスターマーケティング
株式会社

大阪府 
高槻市

10
オーラルケア事業
コスメタリー事業

100 1 1 なし 商品販売

サンスターアメリカインク 
(注)３、４

米国
千US$

96,473 オーラルケア事業 100 2 0 なし なし

ジョン・オー・バトラー 
メキシコ

メキシコ
メキシコペソ

3,000 オーラルケア事業
100

(100)
0 0 なし なし

サンスターファーマシュー
ティカルインク

米国
千US$

5,451 オーラルケア事業
100

(100)
0 0 なし なし

サンスタースイスSA 
(注)３

スイス
千Sfr

35,900
オーラルケア事業
その他

100 1 0 長期借入金

仕入 
業務委託 
ロイヤリティ
の支払

ジョン・オー・バトラー 
GmbH

ドイツ
千EURO

1,150 オーラルケア事業
100

(100)
0 0 なし なし

メディカデントS.A.S. フランス
千EURO

490 オーラルケア事業
100

(100)
0 0 なし なし

ファーマデントS.A.S. フランス
千EURO

229 オーラルケア事業
100

(100)
0 0 なし 商品販売

サンスターキャピタル 
(ルクセンブルク)S.A.

ルクセン
ブルク

千US$

4,000 その他 99.9 1 0 なし なし

盛勢達国際貿易(上海)有限
公司

中国
千US$

600 オーラルケア事業 100 0 2 短期貸付金 商品販売

名称
売上高 
(百万円)

経常利益
(百万円)

当期純利益
(百万円)

純資産額
(百万円)

総資産額 
(百万円)

サンスター 
アメリカインク

14,211 579 204 11,978 18,237



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(  )は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり外数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(  )は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり外数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び国内連結子会社には労働組合があります。なお、それぞれの労使関係は、安定しており特記

すべき事項はありません。また、在外連結子会社サンスターアメリカインク、ジョン・オー・バトラー

メキシコ、サンスターファーマシューティカルインク、サンスタースイスSA、ジョン・オー・バトラー

GmbH、メディカデントS.A.S.、ファーマデントS.A.S.、サンスターキャピタル(ルクセンブルク)S.A.、

盛勢達国際貿易(上海)有限公司には労働組合はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

オーラルケア事業
1,269

(76)

コスメタリー事業
147
(10)

その他の事業
41
(4)

全社(共通)
95
(4)

合計
1,552

(94)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

892
(94)

40.5 16.0 6,108



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

世界経済においては、着実に景気の拡大傾向が継続しており、日本経済においても、原油価格の動向

が経済に与える影響について懸念されているものの、企業部門では継続的に回復の兆しを見せているな

か、当連結会計年度の売上高は70,521百万円（前年同期比101.9％）となりましたが、利益面では、営

業利益4,200百万円（同87.6％）、経常利益3,197百万円（同85.2％）、当期純利益690百万円（同

40.8％）となりました。なお、経営成績などの分析については、７[財政状態及び経営成績の分析]に記

載しております。 

  

① 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

オーラルケア事業 

国内外で新商品、改良品を市場導入した結果、売上高は58,386百万円（前年同期比104.0％）と

前連結会計年度に比べて2,235百万円の増加となりましたが、原価率の上昇や広告宣伝費の投入の

影響もあり、営業利益は4,908百万円（同90.7％）と前連結会計年度に比べて502百万円の減少とな

りました。 

  

コスメタリー事業 

ブランドごとのターゲットにあわせたチャネル展開・プロモーション施策を展開してまいりまし

たが、市場競争激化の影響もあり、売上高は8,921百万円（同95.4％）と前連結会計年度に比べて

432百万円の減少となりました。一方、営業利益は600百万円（同115.6％）と前連結会計年度に比

べて80百万円の増加となりました。 

  

その他の事業 

顧客満足度を高める販売体制の強化に努めてまいりましたが、売上高は3,213百万円（同

87.4％）と前連結会計年度に比べて464百万円の減少となり、営業利益は155百万円（同92.1％）と

前連結会計年度に比べて13百万円の減少となりました。  

  

② 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。なお、売上高はセグメント間の内部

売上高を含んでおります。 

日本 

国内市場においては、オーラルケアのコア・ブランドを中心に、高付加価値商品の開発、投入

と、効果的な広告宣伝活動によるブランド強化を進めるとともに、各ブランドの特徴を活かした育

成策を実施しましたが、市場競争の激化もあり、売上高は49,818百万円（前年同期比97.2％）と前

連結会計年度に比べて1,459百万円の減少となり、営業利益は3,243百万円（同82.8％）と前連結会

計年度に比べて674百万円の減少となりました。 

  

北米 

北米市場において大手小売店への積極的な商品導入を強化する一方で、メキシコを始めとする中

南米諸国における事業展開を強化し、主力ブランドの知名度向上に注力したことにより、売上高は

14,565百万円（同109.4％）と前連結会計年度に比べて1,245百万円の増加となりましたが、プロモ

ーション活動を中心とした費用投下の影響もあり、営業利益は864百万円（同87.2％）と前連結会

計年度に比べて127百万円の減少となりました。 

  



欧州 

新商品の投入や薬局や歯科医院向けの営業活動を強化するとともに、販売代理店を活用した営業

活動による販売エリアの拡大をおこなったことにより、売上高は9,096百万円（同127.0％）と前連

結会計年度に比べて1,932百万円の増加となり、営業利益は1,539百万円（同131.2％）と前連結会

計年度に比べて366百万円の増加となりました。 

  

中国 

薬局向け、歯科医院向けの事業の拡大を進めたことにより、売上高は415百万円（同182.9％）と

前連結会計年度に比べて188百万円の増加となりましたが、積極的な販売促進活動を実施したこと

もあり、41百万円の営業損失（前連結会計年度は13百万円の営業損失）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は4,209百万円(前年同期比72.7％)と前連結会計年度

末と比べて1,578百万円減少しました。 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前当期純利益の減少により、2,587百万円（同

62.4％）と前連結会計年度と比べて1,559百万円減少しました。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、歯磨、歯ブラシ製造設備の拡充、更新などの有形固定資産

に1,196百万円を支出したこともあり、1,062百万円（同233.2％）の支出と前連結会計年度に比べて606

百万円の支出増となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、長期借入金の返済による有利子負債の圧縮と、取締役会決

議にもとづく自己株式の取得737百万円がありましたので、3,130百万円（同96.2％）の支出と前連結会

計年度に比べて122百万円の支出減となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度の事業の種類別セグメントの内訳は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格により換算したものであります。 

２ 上記の金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(2) 受注実績 

受注生産はおこなっておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度の事業の種類別セグメントの内訳は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりであります。 

  

   
２ 上記の金額には消費税等を含んでおりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

オーラルケア事業 46,868 100.0

コスメタリー事業 8,761 90.9

その他の事業 303 76.9

合計 55,933 98.3

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

オーラルケア事業 58,386 104.0

コスメタリー事業 8,921 95.4

その他の事業 3,213 87.4

合計 70,521 101.9

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱パルタック 17,652 25.5 18,260 25.9



３ 【対処すべき課題】 

 当社は、本年２月14日開催の取締役会において、国境を越えた事業の抜本的な再構築を、短期的な業

績変動に左右されることなく、迅速かつ柔軟に遂行することを目的に、ＳＳＡ株式会社（以下「ＳＳＡ」

といいます。）による当社発行の普通株式の公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に賛同の

意を表明しました。  

 本公開買付けは、本年２月15日から３月15日まで実施され、これにより、ＳＳＡの所有する当社議決権

の数は50％超となり、当社の主要株主である筆頭株主になるとともに、当社の親会社に該当することとな

りました。  

 本公開買付けは、当社経営陣によるＭＢＯ（注１）の一環として実施されたものでありますが、サンス

ター従業員持株会（以下「従業員持株会」といいます。）が、当社株式の継続保有を決議したことによ

り、本公開買付けはＭＥＢＯ（注２）の性格を有することとなりました。  

 当社は、本公開買付けの結果を受け、本年６月25日開催の定時株主総会および当社普通株式の株主を構

成員とする種類株主総会において、適用ある法令に従い、ＳＳＡとＳＴＡＲＬＥＣＳ株式会社および従業

員持株会が当社の発行済全株式（自己株式を除きます。）を所有することを目的とした定款変更等を決議

しました。  

 今後はスイスにグループ経営機能の中核となる事業統括管理会社を設置し、その上で資本関係の再構築

とガバナンス体制の整備をすることにより、グローバルな経営体制を構築して、当社の中長期的な企業価

値の向上を実現するために、当社の株主を少数に限定し、経営陣と従業員による「全員一体の経営」体制

を実行してまいります。 

  

(注) １ マネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）とは、一般的に、買収対象企業の経営陣が、金融投資家等と共同して

対象企業株式を買収する取引をいいます。 

２ マネジメント・エンプロイー・バイアウト（ＭＥＢＯ）とは、一般的に、買収対象企業の経営陣と従業員が

一体となって、金融投資家等と共同して対象企業株式を買収する取引をいいます。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社には、以下のとおり現在係争中の訴訟があります。 

1980年に当社と米国アルバート・カルバー社との間で締結したＶＯ５商標に関する譲渡契約等にもとづ

いて使用している同商標について、当該譲渡契約等に違反しているとして、同社から損害賠償の請求、同

商標の使用差し止め等を求める訴訟が提起され、当社からも、同社に対して不当な干渉にもとづく損害賠

償等を求める反訴を提起していた訴訟において、2006年12月、米国イリノイ州の連邦地方裁判所にて、当

社が当該譲渡契約等に違反していること、ただし、当社に対する損害賠償請求は認めない旨の陪審の評決

がありました。なお、同商標の使用差し止め等については、今回の陪審の評決の範囲には含まれておりま

せん。  

 現在、当該評決は、法律的解釈に誤りがあるとして当該評決を無効にし再審理を求める旨の当社の申立

と、当該評決に基づく同商標の使用差し止め等を求める旨の同社の申立が同裁判所において審理中であり

ます。  

 当該訴訟は、審理中であり当連結会計年度末現在において見通しは立っておりません。したがって、有

価証券報告書提出日現在において、それにともなう事業リスクの具体的な金額を予測することは困難であ

りますが、当連結会計年度における連結売上高に占める同商標を使用した商品の売上高が４％程度である

ことから、リスクが存在するとしても比較的限定されたものであると考えております。 

なお、当該訴訟に関しては、連結貸借対照表および提出会社の貸借対照表の注記に、偶発事象としても

記載しております。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度は、世界の人々から信頼と共感を得られるブランドの創生と育成をめざし、美と健康に

奉仕するための特長ある付加価値の高い研究開発活動を実施してまいりました。その結果、研究開発費の

総額は2,656百万円となりました。  

事業の種類別セグメントでの研究開発活動は、次のとおりであります。 

オーラルケア事業 

歯磨分野では、Ｇ・Ｕ・Ｍブランドにおいて「歯周組織の生体力」に着目し、新しくアクティバイタル

ラインとして「デンタルクリーム」、「デンタルコンディショナー」を開発しました。ハグキにより効果

的に作用するように、これまでと異なる剤形や、それに適した容器を採用しました。また、Ora2ブランド

がめざしている「歯本来の白さに」、を一歩進めるために、プロフェッショナルケア用歯面研磨材「オー

ラツーＰＭＴＣペースト」とＰＭＴＣ(Professional Mechanical Tooth Cleaningの略で専門家による器

具を使ったお口のクリーニング)後のホームケア用ハミガキ「オーラツーステインクリアペースト」を歯

科医院向けに開発しました。  

 歯ブラシ分野では、Ｇ・Ｕ・Ｍブランドにおいて、歯周病の原因となるプラーク(歯垢)が付着する歯と

ハグキの境目をみがきやすい、「歯周ケア毛」+「コンベックス(凸型)植毛」を採用した「ガムアドバン

ス デンタルブラシ＃318」などの歯ブラシを開発しました。Ora2ブランドでは、ミクロの泡を作ってステ

イン(着色汚れ)除去をアシストする「ステインクリア アシストブラシ」を開発しました。バトラーブラ

ンドでは、口腔内のみがきにくい部位に効果的なシングルタフトブラシ「バトラー＃01」を歯科医院向け

に開発しました。  

 一方、オーラルケア商品の国際基準対応を進めるため、ISO活動にも継続して積極的に取り組んでおり

ます。   

 これらの結果、当部門の研究開発費の金額は1,447百万円となりました。 

コスメタリー事業 

ヘアケア分野では、毛髪ケア効果を付与した「ＶＯ５ヘアスプレイ」改良品を開発しました。また、コ

ンディショニング効果を高めた「トニックエナージングシャンプー ナチュラルモイストタイプ」を開発

しました。  

 スキンケア分野では、エイジングケア機能を強化したメイクアップシリーズ「サレーヌキャリーシリー

ズ」を開発しました。  

 一方、評価技術や素材開発などの基盤技術の充実に注力し、外部機関との共同研究、研究成果の学会発

表を実施しました。  

 これらの結果、当部門の研究開発費の金額は289百万円となりました。  



その他の事業 

健康の向上に貢献する機能性食品の開発では、天然ポリフェノールを豊富に含んだ「健康道場 ４つの

ベリーの恵み」や、コレステロール低減に役立つ特定保健用食品「サンスターおいしい青汁」、さらに、

「まいにちプラス こども用ビタミンＣ＋Ｂ群グミ」などの商品を開発しました。また、高血圧などの全

身疾患に寄与する素材や技術を展開した商品の開発に注力しております。  

 これらの結果、当部門の研究開発費の金額は95百万円となりました。  

全社共通 

全社的な研究開発活動においては、新しい口腔衛生事業の創造をめざし、引き続き全身の健康状態と口

腔疾患の関連について、医学と歯学の両面から国内外の研究機関との共同研究を進めております。その一

例として、静岡県立静岡がんセンター、静岡県歯科医師会および当社の三者連携をもとに、静岡がんセン

ター内に研究室を設け、がん患者の口腔トラブルを防ぐ仕組み作りや、口腔ケア商品の開発を進めており

ます。  

 これらの結果、当部門の研究開発費の金額は824百万円となりました。  

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績及び経営成績に重要な影響を与える要因の分析 

当連結会計年度における世界経済は、着実に景気の拡大傾向が継続しており、日本経済においても、

原油価格の動向が経済に与える影響について懸念されているものの、企業部門では継続的に回復の兆し

を見せております。個人消費は横ばいとなっているものの、雇用情勢には改善が見られます。  

 このような状況のもとで、連結売上高の約70％を占める日本市場では、オーラルケアのコア・ブラン

ドを中心に、高付加価値商品の開発、投入と、効果的な広告宣伝活動によるブランド強化を進めており

ます。特に、主力ブランドにおいて、新市場創造型の新シリーズを投入するとともに、各ブランドの特

長を活かした育成策にもとづき、ブランドイメージの強化をはかっております。コスメタリーおよびそ

の他の事業においては、スキンケアブランドの育成をはかるとともに、各ブランドのターゲットにあわ

せた効果的なプロモーション活動を実施しました。また、お客さまのニーズにきめ細かくこたえるた

め、ダイレクト・チャネルを中心に、適切なチャネルの開発や営業体制の見直し、強化をはかってまい

りました。しかしながら、市場競争の激化もあり、国内市場環境は依然として厳しく、全体として売上

は伸び悩んでおります。  

 一方、北米市場では、米国の連結子会社において、大手小売店への積極的な商品導入を強化する一方

で、メキシコを始めとする中南米諸国における事業展開を強化し、主力ブランドの知名度向上に注力し

ております。欧州市場では、スイスの連結子会社の統括のもとで投入した新商品を中心に、薬局や歯科

医院向けの営業活動を強化するとともに、ディストリビューター（販売代理店）を使った営業活動によ

り、販売エリアの拡大をはかっております。また、中国の連結子会社では、台湾の薬局チェーン向けへ

の主力ブランドの販売や、中国、韓国における歯科医院向けの事業の拡大をはかるとともに、中国市場

に続き、シンガポールにおいても主力ブランドの拡売をはかりました。  

 以上のとおり、日本市場での伸び悩みはありましたが、北米および欧州市場における大幅な売上増加

により、売上高については前年度を上回りました。しかしながら、営業利益、経常利益および当期純利

益のいずれも、日本市場での原価率の上昇や、日本および欧州で発生した特別損失の影響もあり、前連

結会計年度の実績および昨年発表した予想数値を下回りました。  



(2) 財政状態及び資本の財源や資金の流動性についての分析 

当連結会計年度の資金状況では、営業活動によるキャッシュ・フローにおいて、前連結会計年度と比

べて減少しております。この主な要因としては、日本市場での売上の伸び悩みによる利益の減少が影響

しました。投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度と比べて大きく支出が増加してお

ります。この主な要因としては、有形固定資産への投資が減少しておりますが、前連結会計年度と比べ

て投資有価証券の売却による収入が大きく減少したことによります。財務活動によるキャッシュ・フロ

ーでは、自己株式の取得が前連結会計年度と比べて大きく減少したものの、長期借入金の返済が前連結

会計年度と比べて大きく増加したことにより、前連結会計年度と比べて若干の支出の減少にとどまって

おります。以上の結果、現金及び現金同等物は大幅に減少しました。    

  

(3) 中長期的な経営戦略 

当社は、「お口の健康から全身の健康」を追求するオーラルケア事業をコア・ビジネスとする一方

で、コスメタリーおよびその他の事業においても、「心身の健康」に着目した事業、商品およびサービ

スの展開をはかることを使命としております。そのための方策として、コア・ブランドを中心とした、

ユニークな高付加価値商品の開発をしていくとともに、ターゲット層を明確にし、それにあった販売方

法を新規に開発、育成し、収益力と競争力の向上をめざしてまいりました。しかしながら、国境を超え

て市場が拡大、変化する時代を迎えるなかで、当社がこれらの目的を達成するためには、これまでの日

本市場を中心においた組織構造を変革し、世界的な規模で有為な人材を確保するとともに、国際水準で

の研究開発成果を発揮し、各国の市場を確保するなど抜本的な事業の再構築を志向していくことが不可

欠であると考えるに至りました。  

 具体的には、欧州において地理的、地政学的にユニークな位置を占め、かつ伝統的に高品質、高付加

価値商品の産出を製造業の本旨としてきたスイスに、グループ経営機能の中核となる事業統括管理会社

を設置し、その上で資本関係の再構築とガバナンス体制の整備をすることで、よりグローバルな経営体

制の実現をめざしてまいります。  

 当社は、３[対処すべき課題]に記載のとおり、ＭＥＢＯを通じて構築していく経営体制下において、

上記基本方針を柱とした中期経営戦略を策定し、迅速かつ柔軟に遂行してまいります。  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

  

当連結会計年度の設備投資については、総額1,324百万円の投資を実施しました。なお、設備投資に

は、有形固定資産、無形固定資産、長期前払費用および繰延資産を含んでおります。 

  

事業の種類別セグメントの設備投資について示すと、次のとおりであります。 

  

オーラルケア事業 

主に品質向上、効率化に対応するための歯磨、歯ブラシの製造設備の拡充、更新のための設備投資を実

施しました。投資金額は869百万円であります。 

 一方、歯磨、歯ブラシ設備更新による除却を実施しました。除却金額は33百万円であります。 

  

コスメタリー事業 

主に品質向上に対応するための化粧品製造設備の更新を実施しました。投資金額は41百万円でありま

す。 

 一方、シャンプー製造設備の外注化に伴う除却を実施しました。除却金額は70百万円であります。 

  

その他の事業 

主に営業活動の効率化に対応するための投資を実施しました。投資金額は6百万円であります。 

  

全社共通 

主に福利厚生設備の更新のための投資を実施しました。投資金額は407百万円であります。  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社工場 
(大阪府高槻市)

オーラルケア事業
歯磨の生産設備
及び研究設備

664
979
〔2〕

69
(67,011)

353
〔16〕

2,067
〔18〕

173

四国徳島工場 
(徳島県板野郡松茂町)

オーラルケア事業 
コスメタリー事業

歯ブラシ・化粧
品の生産設備

731 709
3,587

(152,722)
232
〔4〕

5,260
〔4〕

116

土室事業所 
(大阪府高槻市)

オーラルケア事業 
コスメタリー事業 
その他の事業

研究設備 87 ―
1,480
(6,586)

〔14,194〕

67
〔10〕

1,635
〔10〕

67

本社 
(大阪府高槻市)

オーラルケア事業 
コスメタリー事業 
その他の事業

全社 
共通設備

334
―

〔7〕
1,074
(7,417)

979
〔354〕

2,387
〔361〕

193

大阪支店 
(大阪府高槻市)

オーラルケア事業 
コスメタリー事業 
その他の事業

販売及び 
営業関連設備

158 ―
1,641
(9,176)

〔6,554〕

227
〔5〕

2,028
〔5〕

98



(2) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「その他」の欄は工具器具及び備品、建設仮勘定、ソフトウエア及びソフトウェア仮勘定であります。 

２ 上記の〔 〕内は連結会社以外からの賃借設備で、土地については面積を、土地以外についてはリース契約

残高を記載しており外数であります。 

３ 提出会社の本社工場の中に研究所の設備及び人員の一部を含んでおります。 

４ 国内連結子会社及びサンスターアメリカインクを除く在外連結子会社の設備については、重要性がないため

記載しておりません。 

５ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

６ 上記の他の連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

提出会社 

  

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) １ 上記の計画については、主に品質向上をはかることが目的であるため、完成後の生産能力の増加はほとん

   どありません。 

 ２ 国内連結子会社及び在外連結子会社については、重要な設備の新設等の計画はありません。 

 ３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
その他 合計

サンスター 
アメリカインク

サンスターアメリカイ
ンク本社

(アメリカ・イリノイ州)

オーラルケア 
事業

歯ブラシ
生産設備

426 1,283
266

(42,045)
434 2,410 402

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容 台数 リース期間
年間 

リース料 
(百万円)

リース契約
残高 

(百万円)

本社
(大阪府高槻市)

オーラルケア事業 
コスメタリー事業 
その他の事業

ネットワーク
コンピュータ
及び端末機

１セット 48～72カ月 76 184

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手 
年月

完了予定
年月総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出 
会社

本社工場 
(大阪府高槻市)

オーラルケア事業 歯磨製造装置 455 53 自己資金
平成19年 
 ３月

平成20年
 ３月

本社 
(大阪府高槻市)

オーラルケア事業
コスメタリー事業
その他の事業

全社共通設備 774 311 自己資金
平成18年 
 ３月

平成19年
 10月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) １ 平成19年６月25日の株主総会において定款の一部変更がおこなわれ、「当会社の発行可能株式総数は 

2億3,500万株とし、このうち普通株式は1億1,750万株、第Ⅰ種種類株式は1億1,750万株とする」旨を定め 

ております。 

 ２ 第Ⅰ種種類株式は、取得条項付株式であり、当社の取締役会の決議により別に定める日の到来をもって、 

当社が１株あたり金650円の対価にて、その全部又は一部を取得することができる旨を定款に定めており 

ます。 

 ３ 当社が第Ⅰ種種類株式の一部を取得する場合には、450万株未満の第Ⅰ種種類株式を保有する株主から、 

その保有する全ての第Ⅰ種種類株式を取得する旨を定款に定めております。  

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 当社株式は、株券上場廃止基準第２条第１項第18号(全部取得)に該当のため、平成19年７月26日付で大阪 

証券取引所において上場を廃止する予定です。  

   ２ 平成19年６月25日開催の株主総会において定款の一部変更が行われ、当社普通株式には平成19年８月１日 

付で全部取得条項が付される旨を定めております。 

 ３ 平成19年６月25日開催の株主総会において、平成19年８月１日付で当社普通株式の全部を取得し、新たに 

発行する第Ⅰ種種類株式を普通株式１株につき１株の割合をもって交付する旨を決議しております。  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 235,000,000

計 235,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 60,161,370 60,161,370
大阪証券取引所
市場第一部

―

計 60,161,370 60,161,370 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 自己株式の資本準備金による消却 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式6,228,601株は、「個人その他」に6,228単元、「単元未満株式の状況」に601株含まれておりま

す。なお、株主名簿上の株式数と期末日現在の実質的な所有株式数は同一であります。 

 ２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が1単元含まれております。 

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 第６位以下の大株主５名(所有株式数の合計144千株、発行済株式総数に対する所有株式数の合計0.24％） 

については、発行済株式総数に対する所有株式数の割合の合計が低いため、個別掲記を省略しております。

 ２ 上記のほかに当社所有の自己株式6,228千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合10.35％)がありま

す。 

 ３ ＳＳＡ株式会社は、当事業年度に当社普通株式に対する公開買付けを実施しました。その結果、同社は主 

要株主となりました。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成11年８月31日 
～平成12年１月31日

△3,665,000 60,161,370 ― 10,782 △1,288 12,338

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 2 8 30 7 ― 834 881 ―

所有株式数 
(単元)

― 20 75 45,234 2,170 ― 12,484 59,983 178,370

所有株式数 
の割合(％)

0.00 0.03 0.13 75.41 3.62 0.00 20.81 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＳＳＡ株式会社 大阪府高槻市朝日町３番１号 28,450 47.29

ＳＴＡＲＬＥＣＳ株式会社 兵庫県西宮市苦楽園四番町８番18号 16,707 27.77

サンスター従業員持株会 大阪府高槻市朝日町３番１号 4,558 7.58

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインターナショナルリミ
テッド

25カボットスクエア,キャナリーワーフ,
ロンドンE14 4QA,英国

2,140 3.56
(常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券株式会社)

(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号
恵比寿ガーデンプレイスタワー)

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 62 0.10

計 ― 51,918 86.30



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株(議決権1個)が含ま 

れております。 

 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式601株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 

(自己保有株式)
普通株式 6,228,000

―
完全議決権株式であり、権利内容
に何ら限定のない当社における基
準となる株式

完全議決権株式(その他)  
普通株式 53,755,000 53,755 同上

単元未満株式  
普通株式 178,370 ― 同上

発行済株式総数  
60,161,370 ― ―

総株主の議決権 ― 53,755 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
サンスター株式会社

大阪府高槻市 
朝日町３番１号

6,228,000 ― 6,228,000 10.4

計 ― 6,228,000 ― 6,228,000 10.4



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

 会社法第155条第３号による取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による取得 

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取 

りによる株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項並びに会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号 
による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(18年７月５日)での決議状況 
(取得期間 平成18年７月６日～平成18年９月20日)

2,000,000 1,200,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 1,186,000 737,692

残存決議株式の総数及び価額の総額 814,000 462,308

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 40.70 38.53

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 40.70 38.53

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 139,586 87,445

当期間における取得自己株式 10,134 6,355



(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注）当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取 

りによる株式数は含めておりません。 

  

  

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（―） ― ― ― ―

保有自己株式数 6,228,601 ― 6,238,735 ―



３ 【配当政策】 

当社は、継続的な安定配当による利益還元を最重要政策としています。  

当社は、会社法第459条の規定にもとづき、取締役会の決議によって剰余金の配当をおこなうことができ

る旨を定款に定めております。また、剰余金の配当の基準日は、９月30日(中間配当)および３月31日(期

末配当)のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨を定款に定めております。なお、基

本方針として、剰余金の配当については、中間および期末の年２回としております。 

 しかしながら、第２[事業の概要]３[対処すべき課題]に記載のとおり、本年２月のＭＥＢＯにより、今

後、当社経営陣および当社従業員とともに、グローバルな経営体制実現のための資本関係の再構築とガバ

ナンス体制の整備をおこない、グローバルに展開できる商品開発体制を確立し、海外事業の拡大に向けた

積極的な投資等の施策を実施していく予定です。したがって、内部留保を高めることが肝要であると判断

し、当期末の配当を無配とすることを決定しました。 

  
(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成18年11月9日 
取締役会決議

270 ５

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 365 365 460 815 685

最低(円) 280 300 312 397 500

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 563 522 549 548 650 650

最低(円) 505 500 501 530 548 616



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 
会長

― 工 藤 治 夫 昭和14年６月１日生

昭和41年８月 当社入社

(注)２ 0

 〃 59年２月  〃 取締役

平成２年２月  〃 常務取締役

 〃 ９年６月  〃 専務取締役

 〃 10年６月  〃 取締役副社長

 〃 12年６月  〃 取締役副社長国内・国際営業

部門統括

 〃 14年６月 サンスターマーケティング(株)代

表取締役社長

 〃 17年６月 サンスターマーケティング(株)代

表取締役会長(現任)

 〃 18年６月 当社取締役

 〃 18年７月  〃 取締役副会長

 〃 19年６月  〃 代表取締役会長(現任)

代表取締役 

社長
― 濱 田 和 生 昭和26年８月９日生

昭和49年４月 当社入社

(注)２ 0

平成６年７月  〃 広島支店長

 〃 ８年８月  〃 西日本支店長

 〃 11年10月  〃 執行役員オーラルケア事業本

部業態営業グループ長

 〃 12年７月 当社オーラルケア事業本部リテー 

ルグループ長

 〃 16年４月 当社営業本部リテール営業部統括

 〃 18年６月  〃 取締役

 〃 18年７月  〃 取締役 営業担当

 〃 19年６月  〃 代表取締役社長(現任)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 
相談役

― 金 田 博 夫 昭和10年２月25日生

昭和32年３月 当社入社

(注)２ 0

 〃 36年５月  〃 取締役

 〃 37年10月  〃 専務取締役

 〃 37年10月 金田興産㈱((現)STARLECS㈱)代表

取締役社長

 〃 43年７月 当社取締役副社長

 〃 44年７月  〃 代表取締役社長

 〃 45年７月 サンスター化学工業㈱代表取締役

社長

 〃 52年７月 ㈶サンスター歯科保健振興財団理

事長(現任)

 〃 57年３月 サンスター技研㈱((現)STARLECS

㈱)代表取締役社長

平成12年６月 ジョン・オー・バトラーカンパニ

ー((現)サンスターアメリカイン

ク)取締役(現任)

 〃 14年１月 サンスターキャピタル(ルクセン

ブルク)S.A.取締役会長(現任)

 〃 14年９月 サンスターローザンヌSA((現)サ

ンスタースイスSA)取締役会長(現

任)

 〃 15年６月 当社代表取締役会長

 〃 16年１月 Sunstar SA取締役会長(現任)

 〃 16年６月 当社取締役会議長兼代表執行役会

長

 〃 18年６月 当社代表取締役会長

 〃 19年２月 日本歯磨工業会会長(現任)

 〃 19年６月 当社取締役相談役(現任)

取締役 ―
ブライアン 
米雄 船井 

1955年６月18日生

 1981 年５月 増田・船井・アイファート＆ミッ

チェル法律事務所入所

(注)２ 0

 1988 年７月 増田・船井・アイファート＆ミッ

チェル法律事務所プリンシパル

(現任)

 2006 年10月 サンスターアメリカインク秘書役

(現任)

 2007 年６月 当社取締役(現任)

取締役 研究担当 田 中 敏 之 昭和27年８月23日生

昭和51年４月 当社入社

(注)２ 0

平成３年５月  〃 オーラルケア事業本部第１研

究部マネージャー

 〃 ８年１月 当社オーラルケア事業本部研究部

(ノースカロライナ駐在)

 〃 15年10月 当社ボード・スタッフ室マネージ

ャー

 〃 17年６月 ㈶サンスター歯科保健振興財団専

務理事(現任)

 〃 18年６月 当社取締役

 〃 18年７月  〃 取締役 研究担当(現任)

取締役 生産担当 安 田 真 吾 昭和34年12月5日生

昭和57年４月 当社入社

(注)２ 0

平成４年８月  〃 技術部生産技術グループマネ

ージャー

 〃 ９年８月 サンスターグループエンジニアリ

ング(株)生産戦略部プロセス開発

グループ長

 〃 15年８月 サンスターローザンヌSA((現)サ

ンスタースイスSA)マネージャー

 〃 16年７月 当社生産部高槻工場長

 〃 18年６月  〃 取締役

 〃 18年７月  〃 取締役 生産担当(現任)



 
(注) １ 監査役 濱中一夫および大栗靖弘は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までの１年間であります。 

３ 監査役 宮崎英夫の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株

主総会終結の時までの４年間であります。 

４ 監査役 濱中一夫および大栗靖弘の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月

期に係る定時株主総会終結の時までの４年間であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常勤監査役 ― 宮 崎 英 夫 昭和20年７月18日生

昭和43年４月 当社入社

(注)３ 0

平成元年１月  〃 福岡支店長

 〃 ３年５月  〃 生産管理部長

 〃 11年12月 サンスターロジスティックス㈱

((現)STARLECS㈱）常務取締役

 〃 16年４月 STARLECS㈱代表取締役社長(現任)

 〃 17年７月 当社執行役(人事担当)

 〃 17年10月 プラネット物流㈱取締役(現任)

 〃 19年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 ― 濱 中 一 夫 昭和12年９月17日生

昭和63年７月 城東税務署長

(注)４ 0

平成５年７月 西宮税務署長

 〃 ８年７月 高松国税局長

 〃 ９年９月 濱中一夫税理士事務所所長(現任)

 〃 13年６月 サンスター技研㈱((現)STARLECS

㈱)監査役

 〃 15年６月 当社監査役

 〃 15年11月 第一稀元素化学工業㈱監査役(現

任)

 〃 18年６月 当社監査役(現任)

 〃 18年６月 STARLECS㈱監査役(現任)

監査役 ― 大 栗 靖 弘 昭和28年11月５日生

昭和57年４月 サンスター技研㈱((現)STARLECS

㈱)入社

(注)４ 0

平成８年８月 サンスター技研㈱((現)STARLECS

㈱)輸送機事業本部研究開発部長

 〃 10年７月 サンスター技研㈱((現)STARLECS

㈱)執行役員輸送機事業本部マー

ケティング部長

 〃 12年12月 サンスター技研㈱((現)STARLECS

㈱)輸送機事業本部製品開発部長

 〃 17年４月 サンスター技研(株)事業戦略室マ

ネージャー

 〃 18年６月 当社常勤監査役

 〃 19年６月  〃 監査役(現任)

計 0



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) 会社の機関の概要および内部統制システム、リスク管理体制の整備の状況 

当社は、経営監視の強化と業務執行の迅速化をコーポレート・ガバナンスの基本方針としており、昨

年５月に施行された会社法の下での監査役会設置会社として、コーポレート・ガバナンス体制を推進し

ております。具体的には、取締役６名からなる取締役会により経営の迅速化を進めると同時に、社外監

査役２名を含む３名の監査役で構成される監査役会および内部監査部門により経営監視を進めてまいり

ます。なお、社外取締役は選任しておりませんが、必要に応じて弁護士などの有識者から意見を聴取す

る体制をとっており、適切な経営判断と監視機能が備わったコーポレート・ガバナンス体制を構築して

おります。 

 また、取締役の人数については、本年６月25日の定時株主総会の決議により、従来の８名から６名に

変更しております。 

 会社の機関と概要および内部統制のしくみは、下記のとおりです。  

  

 

  

当社は、企業価値を一層高めるため、業務を適正かつ効率的に遂行する上で、適切な内部統制システ

ムの構築、運用は不可欠であるとの認識にもとづき、取締役会において内部統制システムの基本方針を

決議しました。その内容は以下のとおりです。  

  

① 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制  

・当社グループの経営理念である、社是「常に人々の健康の増進と生活文化の向上に奉仕する」、 

 経営基本方針、行動規範・８精神をグループ全体で共有し実践すべく、取締役は、自ら率先垂範 

 して取り組みます。  

・取締役会は、法令、定款、経営理念、取締役会規程にもとづき経営上の重要事項の決定をおこな 

 うとともに、取締役の職務の執行を適切に監督します。  

・監査役は、監査役会により定めた監査方針のもと、取締役会への出席、業務執行状況の調査など 

 を通じて、取締役の職務執行に関する監査をおこないます。  

 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制  

・取締役会議事録など、経営および業務執行に係る情報については、法令および社内規則に従い、 

 適切に保存し管理します。  



③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

・適切なリスク対応をおこなうために、リスク管理に関する規則を整備し、定期的に社内に存在す 

 るリスクに関する評価と管理をおこないます。  

・不測な事態が発生した場合は、社長指揮下の対策本部を設置し、迅速な対応をおこない、リスク 

 を最小限に抑えます。  

 

④ 取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制  

・取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するために、取締役会を規程にもとづき 

 定期的かつ必要に応じて臨時に開催するとともに、書面での決議も有効に活用します。  

・取締役の職務分担を明確にするとともに、当該担当業務の職務の執行が効率的におこなわれるよ 

 う組織の権限と責任を明確にします。  

 

⑤ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制  

・取締役は、経営理念の浸透、定着に全力を傾注し、コンプライアンスの視点に立った意識風土改 

 革を進めます。  

・コンプライアンス事務局は、コンプライアンスマニュアルの徹底をはかるため、適切に機能する 

 コンプライアンス体制を整備し、適切な教育、啓発活動を実施すると同時に、コンプライアンス 

 に関する相談窓口の実効性を高めるよう制度を充実させます。  

・内部監査部門は、監査計画にもとづき各部門の監査を実施し、内部統制システムの有効性を検証 

 し、不備な点を指摘して是正を求めます。  

 

⑥ 当該株式会社ならびにその親会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保す 

  るための体制  

・グループ全体の業務の適正を確保するため、グループ各社の重要な業務執行について、規則に応 

 じて、決裁、報告をおこなう体制を整備します。  

・グループ各社の監査役および内部監査部門は、適宜連絡会を開催するなど、グループ全体の監査 

 の実効性を高めるよう努めます。  

 

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事 

  項  

・監査役の要請に応じて、内部監査部門のスタッフの中から監査役の職務を補助すべきスタッフを 

 若干名任命します。  

 

⑧ 前号の使用人の取締役からの独立に関する事項  

・監査役の職務を補助すべきスタッフの任命、異動、人事考課、懲罰については、事前に監査役の 

 承諾を得るものとします。  

 

⑨ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する事項  

・取締役および使用人は、業務執行に関して重大な法令違反、定款違反もしくは不正行為の事実、 

 または会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項を知ったときは、ただちに監査役会に報告し 

 ます。  

・取締役および使用人は、定期的に業務執行の状況、品質、コンプライアンスに関する事項などを 

 監査役会に報告します。  

 

⑩ その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制  

・監査役は、必要に応じて、グループ各社の各種会議、打合せなどへ出席することができるものと 

 します。  

・監査役と会計監査人は適宜会合をもち、各監査業務が効率的かつ実効的におこなわれるよう相互 

 に協力します。  

  

さらに、内部統制構築に向けた社内の検討チームを立ち上げており、適切な内部統制システムの整

備、運用を推進してまいりますが、その一方で、遵法と経営理念を実践し企業の社会的責任を果たすた

め、コンプライアンス・プログラムによる社内の教育、啓発活動も引き続き実施しております。  



(2) 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の役員に対する報酬の内容は、次のとおりであります。 

 
(注)  取締役に対して金銭以外の報酬の支払はありません。なお、昨年６月の定時株主総会にて委員会設置会社から

監査役会設置会社に移行しているため、執行役に対する報酬は昨年の４～６月分の執行役２名分のみとなって

おります。取締役兼務の代表執行役については、代表取締役に就任しておりますので、取締役に対する報酬に

含めて表示しております。 

  

(3) 監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務にもとづく報酬  48百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(4) 内部監査および監査役監査の組織、人員及び手続  

当社の監査役は社外監査役２名を含む３名で構成しており、監査役の職務を補助する使用人として監

査役会事務局２名を配置しております。当連結会計年度において、監査役会は10回開催しており、各監

査役は、監査役会が定めた監査方針、監査計画などにしたがい、取締役会その他重要な会議への出席、

各取締役や内部監査、事業統括、法務、品質保証の各部門からその職務の執行状況聴取、本社および主

要な事業所の往査、子会社の調査を実施しました。  

 内部監査は、各部門から独立した組織である監査グループ６名（子会社の所属員も含む）が、当社の

本社および事業所ならびに子会社を対象に業務内容の適法性、妥当性、効率性などについての監査を実

施し、課題の解決に向けた提言をすることにより、業務の安定的な維持発展と企業価値の向上に努めて

おります。内部監査の結果は、代表取締役および各担当役員に報告するとともに、監査役会にも報告さ

れ、監査役監査との連携をはかっております。  

  

(5) 内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携  

内部監査を担当する監査グループ、監査役会および会計監査人は、定期的に連絡会を開催し、各々が

作成した年間監査計画、監査結果の報告や意見交換をおこなうことによって監査の効率化と品質の向上

に努めております。  

  

(6) 社外監査役と提出会社との関係 

当事業年度における社外監査役と当社の間には取引関係はありません。 

  

取締役に支払った報酬 11名 163百万円(うち社外取締役 ２名  3百万円)

執行役に支払った報酬 ２名 4百万円

監査役に支払った報酬 ３名 22百万円(うち社外監査役 ２名 19百万円)

計 1６名 190百万円



(7) 会計監査 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

監査法人トーマツ 指定社員 業務執行社員  松尾 清、板谷宏之、津田英嗣 

・監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ６名、会計士補等 ６名、その他 ３名 

  

(8) 取締役の定数 

当社の取締役は３名以上とする旨を定款で定めております。 

  

(9) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもっておこない、累積投票によらない旨を定款で定めておりま

す。 

  

(10) 自己の株式の取得 

 当社は、自己の株式の取得について、会社法第165条第２項の規定にもとづき、取締役会の決議によ

って市場取引などにより自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

  

(11) 剰余金の配当 

  当社は剰余金の配当など会社法第459条第１項に定める事項については、法令で特段の定めがある場

合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によることとする旨を定款で定めております。  

  

(12) 株主総会の特別決議要件 

当社は特別決議を機動的におこなえるよう、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

ておこなう旨を定款に定めております。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第80期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、第81期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに第80

期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び第81期事業年度(平成18年４月１日から平

成19年３月31日まで)の財務諸表について監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,787 4,209

 ２ 受取手形及び売掛金 ※３ 8,958 9,454

 ３ たな卸資産 5,348 5,452

 ４ 繰延税金資産 571 605

 ５ その他 1,265 1,269

   貸倒引当金 △94 △93

    流動資産合計 21,836 34.0 20,869 33.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※１ 3,956 3,717

  (2) 機械装置及び運搬具 ※１ 3,327 3,073

  (3) 工具器具及び備品 ※１ 1,323 1,181

  (4) 土地 9,178 9,070

  (5) 建設仮勘定 413 646

    有形固定資産合計 18,199 (28.3) 17,689 (28.6)

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 12,379 ―

  (2) のれん ― 11,877

  (3) 商標権 380 349

  (4) ソフトウェア 1,175 741

  (5) ソフトウェア仮勘定 159 118

  (6) その他 80 81

    無形固定資産合計 14,176 (22.1) 13,168 (21.3)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 7,805 7,788

  (2) 敷金・保証金 744 729

  (3) 繰延税金資産 250 595

  (4) その他 832 695

    投資その他の資産合計 9,633 (15.0) 9,810 (15.9)

    固定資産合計 42,010 65.4 40,668 65.8

Ⅲ 繰延資産

 １ 社債発行費 330 263

 ２ 開業費 19 8

    繰延資産合計 350 0.6 272 0.4

    資産合計 64,197 100.0 61,837 100.0



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 5,448 5,577

 ２ 短期借入金 450 250

 ３ 一年以内に返済予定の 
   長期借入金

1,060 40

 ４ 未払金及び未払費用 8,270 8,415

 ５ 未払法人税等 493 473

 ６ 賞与引当金 429 466

 ７ 返品調整引当金 73 68

 ８ その他 744 541

    流動負債合計 16,970 26.4 15,834 25.6

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 9,707 9,707

 ２ 長期借入金 1,704 1,160

 ３ 繰延税金負債 926 785

 ４ 退職給付引当金 4,137 3,956

    固定負債合計 16,476 25.7 15,609 25.2

    負債合計 33,446 52.1 31,443 50.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 10,782 16.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 12,338 19.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 9,613 15.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,566 5.6 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 △2,169 △3.4 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※４ △3,379 △5.3 ― ―

    資本合計 30,750 47.9 ― ―

    負債及び資本合計 64,197 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 10,782 17.4

 ２ 資本剰余金 ― ― 12,338 20.0

 ３ 利益剰余金 ― ― 9,757 15.8

 ４ 自己株式 ― ― △4,204 △6.8

   株主資本合計 ― ― 28,672 46.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 3,563 5.8

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― △1,842 △3.0

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,720 2.8

   純資産合計 ― ― 30,393 49.2

   負債及び純資産合計 ― ― 61,837 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 69,182 100.0 70,521 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 23,696 34.3 24,853 35.3

   売上総利益 45,485 65.7 45,667 64.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※２

40,688 58.8 41,466 58.8

   営業利益 4,797 6.9 4,200 5.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 26 6

 ２ 受取配当金 46 65

 ３ 為替差益 216 256

 ４ 受取賃貸料 148 143

 ５ その他 45 483 0.7 20 491 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 578 637

 ２ 売上割引 759 730

 ３ その他 188 1,526 2.2 126 1,494 2.1

   経常利益 3,754 5.4 3,197 4.5

Ⅵ 特別利益

 １ 土地売却益 ― 70

 ２ 投資有価証券売却益 ― 32

 ３ 貸倒引当金戻入益 1 5

 ４ 会員権売却益 ― 2

 ５ 固定資産売却益 ※３ 1 2 0.0 ― 110 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 訴訟関連費用 86 696

 ２ 減損損失 ※４ 332 569

 ３ 固定資産除売却損 ※５ 130 126

 ４ 会員権評価損 ― 5

 ５ 投資有価証券消却損 ― 0

 ６ 投資有価証券売却損 83 ―

 ７ 収用に伴う固定資産 
      処分損

※６ 56 689 1.0 ― 1,399 2.0

   税金等調整前当期純利益 3,067 4.4 1,908 2.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,355 1,736

   法人税等調整額 20 1,375 2.0 △518 1,218 1.7

   当期純利益 1,691 2.4 690 1.0



③ 【連結剰余金計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 12,338

Ⅱ 資本剰余金期末残高 12,338

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 8,462

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 1,691 1,691

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 540 540

Ⅳ 利益剰余金期末残高 9,613



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注) 剰余金の配当には、利益処分による利益配当276百万円が含まれております。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 9,613 △3,379 29,353

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △546 △546

 当期純利益 690 690

 自己株式の取得 △825 △825

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 143 △825 △681

平成19年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 9,757 △4,204 28,672

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,566 △2,169 1,396 30,750

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △546

 当期純利益 690

 自己株式の取得 △825

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△2 326 324 324

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△2 326 324 △356

平成19年３月31日残高(百万円) 3,563 △1,842 1,720 30,393



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 3,067 1,908

 ２ 減価償却費 2,302 2,274

 ３ 減損損失 332 569

 ４ 土地売却益 ― △70

 ５ 固定資産除売却損益 129 126

 ６ 収用に伴う固定資産処分損 56 ―

 ７ 投資有価証券売却損益(益は△) 83 △32

 ８ 会員権評価損・売却損益 ― 3

 ９ 貸倒引当金の減少額 △3 △3

 10 退職給付引当金の減少額 △165 △181

 11 受取利息及び受取配当金 △72 △71

 12 支払利息 578 637

 13 為替差損益(差益は△) △247 27

 14 売上債権の増加額 △259 △341

 15 たな卸資産の増加額 △814 △50

 16 仕入債務の増加額 898 124

 17 その他 220 69

         小計 6,107 4,990

 18 利息及び配当金の受取額 71 66

 19 利息の支払額 △583 △633

 20 法人税等の支払額 △1,448 △1,836

   営業活動によるキャッシュ・フロー 4,146 2,587

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △1,638 △1,196

 ２ 有形固定資産の売却による収入 162 189

 ３ 無形固定資産の取得による支出 △273 △154

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △1 △1

 ５ 投資有価証券の売却による収入 1,311 47

 ６ 会員権売却による収入 ― 118

 ７ その他 △16 △67

   投資活動によるキャッシュ・フロー △455 △1,062

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純減少額 △50 △200

 ２ 長期借入れによる収入 1,139 492

 ３ 長期借入金の返済による支出 △457 △2,050

 ４ 自己株式の取得による支出 △3,343 △825

 ５ 配当金の支払額 △540 △546

   財務活動によるキャッシュ・フロー △3,252 △3,130

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 91 27

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少は△) 529 △1,578

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,258 5,787

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 5,787 4,209



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 連結の範囲に関する事項

  すべての子会社を連結しております。

   連結子会社の数 10社

   連結子会社の名称

   「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため省略しております。

 

１ 連結の範囲に関する事項

同左

   連結子会社の数  10社

   連結子会社の名称

同左

２ 持分法の適用に関する事項

  該当する事項はありません。

２ 持分法の適用に関する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  国内連結子会社サンスターマーケティング株式会社

(日本)、在外連結子会社サンスターバトラー(米

国)、ジョン・オー・バトラーメキシコ(メキシ

コ)、サンスターファーマシューティカルインク(米

国)、サンスタースイスSA(スイス)、ジョン・オ

ー・バトラーGmbH(ドイツ)、メディカデントS.A.S.

(フランス)、ファーマデントS.A.S.(フランス)、サ

ンスターキャピタル(ルクセンブルク)S.A.(ルクセ

ンブルク)の決算日は３月31日であります。また、

在外連結子会社盛勢達国際貿易(上海)有限公司(中

国)の決算日は12月31日であり、連結決算日との差

は３ヵ月以内であるため、当該連結子会社の同日現

在の財務諸表を基礎として連結を行なっておりま

す。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、調整を行なっております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  国内連結子会社サンスターマーケティング株式会社

(日本)、在外連結子会社サンスターアメリカインク

(米国)、ジョン・オー・バトラーメキシコ(メキシ

コ)、サンスターファーマシューティカルインク(米

国)、サンスタースイスSA(スイス)、ジョン・オ

ー・バトラーGmbH(ドイツ)、メディカデントS.A.S.

(フランス)、ファーマデントS.A.S.(フランス)、サ

ンスターキャピタル(ルクセンブルク)S.A.(ルクセ

ンブルク)の決算日は３月31日であります。また、

在外連結子会社盛勢達国際貿易(上海)有限公司(中

国)の決算日は12月31日であり、連結決算日との差

は３ヵ月以内であるため、当該連結子会社の同日現

在の財務諸表を基礎として連結を行なっておりま

す。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、調整を行なっております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    当社及び国内連結子会社

     その他有価証券

     時価のあるもの……決算期末日の市場価格等

に基づく時価法

     (評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定)

     時価のないもの……移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    当社及び国内連結子会社

     その他有価証券

     時価のあるもの……決算期末日の市場価格等

に基づく時価法

     (評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定)

     時価のないもの……同左

  ② デリバティブ……時価法   ② デリバティブ……同左

  ③ たな卸資産

    当社及び国内連結子会社……主として総平均法

による原価法

    在外連結子会社……主として先入先出法による

低価法

  ③ たな卸資産

同左



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    当社及び国内連結子会社……定率法

    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

(建物付属設備を除く)については、定額法。

    なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

同左

    在外連結子会社……定額法

  ② 無形固定資産

    当社及び国内連結子会社……定額法

    なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。

    ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく

定額法。

  ② 無形固定資産

同左

    在外連結子会社……定額法

    営業権は、サンスターバトラーの買収、合併の

結果発生した株式消去差額のうち特定科目に振

り替えた後の残高を計上したものであり、「営

業権及びその他の無形資産」に係る会計基準

(米国財務会計基準審議会基準書第142号)に準

拠して処理しております。

    同基準では、営業権について償却をせず、営業

権を含む報告単位の公正価値とその帳簿価額と

を比較する方法により減損テストを毎期実施

し、減損が発生した場合には減損を認識するも

のであります。

    また、サンスターバトラーよりサンスタースイ

スSAに移管された欧州事業に関する営業権につ

いては、20年間で均等償却しております。

    在外連結子会社…定額法 

のれんは、サンスターアメリカインクの買収、

合併の結果発生した株式消去差額のうち、特定

科目に振替した後の残高を計上したものであ

り、「のれん及びその他の無形資産」に係る会

計基準(米国財務会計基準審議会基準書第142

号)に準拠して処理しております。 

同基準では、のれんについての償却をせず、の

れんを含む報告単位の公正価値とその帳簿価額

とを比較する方法による減損テストを毎期実施

し、減損が発生した場合には減損を認識するも

のであります。 

また、サンスターアメリカインクよりサンスタ

ースイスSAに移管された欧州事業に関するのれ

んについては、20年間で均等償却しておりま

す。

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

   社債発行費

   サンスターキャピタル(ルクセンブルク)S.A.の社

債に係る社債発行費については、社債の償還期限

までの期間にわたって均等償却しております。

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

   社債発行費

同左



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    当連結会計年度末に有する売掛金・受取手形等

の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を考慮

し、回収不能見込額を計上しております。

 (4) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

  ② 賞与引当金

    当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支

給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき

賞与支給見込額を計上しております。

  ② 賞与引当金

同左

  ③ 返品調整引当金

    当社は、当連結会計年度末における売上製品・

商品の返品による損失に備えるため、返品実績

率による損失見込額を計上しております。

  ③ 返品調整引当金

同左

  ④ 退職給付引当金

    当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付

に備えるため当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認められる

額を計上しております。

    過去勤務債務については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)に

よる按分額を発生の連結会計年度より費用処理

しております。

    数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度より費用処理しておりま

す。

  ④ 退職給付引当金

同左

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外連結子会社の資産及

び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換

算調整勘定に含めております。

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外連結子会社の資産及

び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定に含めております。

 (6) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、次の処理方法によっております。

   当社及び国内連結子会社……通常の賃貸借取引に

準じた方法

   在外連結子会社……通常の売買取引に準じた方法

 (6) 重要なリース取引の処理方法

同左



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (7) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理を採用しております。ヘッジ会

計における振当処理の要件を満たす通貨スワッ

プ取引については、振当処理を採用しておりま

す。また、特例処理の要件を満たす金利スワッ

プ取引については、特例処理を採用しておりま

す。

 (7) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理を採用しております。ヘッジ会

計における振当処理の要件を満たす通貨スワッ

プ取引および為替予約取引については、振当処

理を採用しております。また、特例処理の要件

を満たす金利スワップ取引については、特例処

理を採用しております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ・ヘッジ手段…通貨スワップ取引、金利スワッ

プ取引

    ・ヘッジ対象…社債の為替変動リスク、長期借

入金の金利変動リスク

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ・ヘッジ手段…通貨スワップ取引、為替予約取

引、金利スワップ取引

    ・ヘッジ対象…社債の為替変動リスク、外貨建

資産・負債の為替変動リスク、

長期借入金の金利変動リスク

  ③ ヘッジ方針

    外貨建社債に係る為替相場変動によるリスクを

回避するために、必要に応じて通貨スワップ取

引を実行しており、また、長期借入金の金利変

動リスクを軽減するために、必要に応じて金利

スワップ取引を利用しております。なお、いず

れの取引についても、取引限度額等を定めた管

理基準があり、これに準拠して取引の実行およ

び管理をしており、取引発生の都度、担当執行

役に対し報告しております。

  ③ ヘッジ方針

    外貨建社債および輸入取引等に係る為替相場変

動によるリスクを回避するために、必要に応じ

て通貨スワップ取引および為替予約取引を利用

しております。また、長期借入金の金利変動リ

スクを軽減するために、必要に応じて金利スワ

ップ取引を利用しております。なお、いずれの

取引についても、取引限度額等を定めた管理基

準があり、これに準拠して取引の実行および管

理をしており、取引発生の都度、担当取締役に

対し報告しております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

    通貨スワップ取引については、ヘッジ対象の相

場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロ

ー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基

礎にして判断しております。また、金利スワッ

プ取引については、特例処理の要件を満たして

いるため、有効性の評価を省略しております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

    通貨スワップ取引については、ヘッジ対象の相

場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロ

ー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基

礎にして判断しております。為替予約取引につ

いては、為替予約の締結時に、リスク管理方針

に従って、外貨建による同一金額で同一期日の

為替予約をそれぞれに振当てしていることによ

り、その後の為替相場の変動による相関関係は

完全に確保されているので有効性の評価を省略

しております。金利スワップ取引については、

特例処理の要件を満たしているため、有効性の

評価を省略しております。

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

    当社及び国内連結子会社は税抜方式によってお

ります。

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価

評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結会計年度において確定した利益処分に基づい

て、作成しております。

６          ―――

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する定期預金であります。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これにより、特別損失が332百万円増加し、税金等調

整前当期純利益が332百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

―――

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。なお、従

来の「資本の部」の合計に相当する金額は30,393百万円

であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表の純資産の部については、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― 前連結会計年度において「営業権」として表示していた

ものは、当連結会計年度より「のれん」として表示して

おります。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

  

  

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 27,423百万円 有形固定資産の減価償却累計額 27,088百万円

 ２ 偶発事象 

1980年に当社と米国アルバート・カルバー社との間

で締結したＶＯ５商標に関する譲渡契約等にもとづ

いて使用している同商標について、当該譲渡契約等

に違反しているとして、同社から損害賠償の請求、

同商標の使用差し止め等を求める訴訟が提起されて

おります。一方、当社からも、同社に対して不当な

干渉にもとづく損害賠償などを求める反訴を起こし

ており、現在ともに米国イリノイ州の連邦地方裁判

所にて係争中であります。当社は、正当な論拠をも

って応訴しております。

偶発事象 

1980年に当社と米国アルバート・カルバー社との間

で締結したＶＯ５商標に関する譲渡契約等にもとづ

いて使用している同商標について、当該譲渡契約等

に違反しているとして、同社から損害賠償の請求、

同商標の使用差し止め等を求める訴訟が提起され、

当社からも、同社に対して不当な干渉にもとづく損

害賠償等を求める反訴を提起していた訴訟におい

て、2006年12月、米国イリノイ州の連邦地方裁判所

にて、当社が当該譲渡契約等に違反していること、

ただし、当社に対する損害賠償請求は認めない旨の

陪審の評決がありました。なお、同商標の使用差し

止め等については、今回の陪審の評決の範囲には含

まれておりません。 

現在、当該評決は、法律的解釈に誤りがあるとして

当該評決を無効にし再審理を求める旨の当社の申立

と、当該評決にもとづく同商標の使用差し止め等を

求める旨の同社の申立が同裁判所において審理中で

あります。

※３ ――― 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれ

ております。

受取手形 71百万円

※４

 

自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の

数は、以下のとおりであります。

普通株式 4,903,015株

な お、当 社 の 発 行 済 株 式 総 数 は、普 通 株 式

60,161,370株であります。

 

―――



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の内訳

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

百万円

販売奨励費 3,329

広告宣伝費 13,069

給料諸手当 7,765

賞与引当金繰入額 249

退職給付費用 458

減価償却費 1,123

販売費及び一般管理費の内訳

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

百万円

販売奨励費 3,144

広告宣伝費 12,638

給料諸手当 7,578

賞与引当金繰入額 277

退職給付費用 466

減価償却費 1,050

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、2,762百万円であります。

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、2,656百万円であります。

※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

百万円

機械装置及び運搬具 1

工具器具及び備品 0

計 1

―――

※４
 

 

減損損失 332百万円

 当社グループは、下記の資産について減損損失を

計上しました。

用 途 種 類 場 所

賃貸用不動産 
(駐車場)

土 地
東京都 
大田区

 事業用資産においては、事業区分をもとにした概

ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単

位毎に、賃貸用不動産および遊休資産においては、

個別物件単位毎に資産のグルーピングをしておりま

すが、当該賃貸用資産については、地価の著しい下

落のため減損損失を認識しました。なお、回収可能

額は正味売却価額により算出しており、不動産鑑定

評価額をもとにしております。

 

 

減損損失 569百万円

  当社グループは、下記の資産について減損損失を

計上しました。 

用 途 保 有 者 種 類
歯周病組織
再生の事業に 
係る資産

連結子会社
サンスター 
スイスSA

のれん

 事業用資産においては、事業区分をもとにした概

ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単

位毎に、賃貸用不動産、遊休資産その他において

は、個別物件単位毎に資産のグルーピングをしてお

りますが、当該資産については、事業化の見通しに

ついて不明確な点があることから、減損を認識した

ものであります。なお、当該資産の回収可能価額に

ついては、将来キャッシュ・フローを10％で割引し

て算出しております。

※５ 固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

百万円

建物及び構築物 24

機械装置及び運搬具 33

工具器具及び備品 22

ソフトウェア 49

長期前払費用 1

計 130

固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

百万円

建物及び構築物 29

機械装置及び運搬具 74

工具器具及び備品 13

ソフトウェア 6

その他 3

計 126



 
  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要) 

自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議による自己株式の取得による増加     1,186,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加                  139,586株 

  
  
２ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

    該当事項はありません。 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※６
 

収用に伴う固定資産処分損 56百万円

収用に伴う固定資産処分損の内訳は以下のとおりで

あります。

百万円

補 償 金 収 入 148

固定資産処分額

 建物 18

 土地 157

 移転経費 28

  固定資産処分額合計 205

差引:収用に伴う固定資産 
     処分損

56

―――

株式の種類
前連結会計 
年度末(株)

増加(株) 減少(株)
当連結会計 
年度末(株)

 発行済株式

普通株式 60,161,370 ― ― 60,161,370

 自己株式

普通株式 4,903,015 1,325,586 ― 6,228,601

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月18日 
取締役会

普通株式 276 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月12日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 270 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,787百万円

現金及び現金同等物 5,787百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,209百万円

現金及び現金同等物 4,209百万円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械装置 
及び運搬具 
(百万円)

工具器具 
及び備品 
(百万円)

計 
 

(百万円)

取得価額 
相当額

16 577 593

減価償却 
累計額相当額

10 197 208

期末残高 
相当額

5 379 385

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械装置
及び運搬具
(百万円)

工具器具 
及び備品 
(百万円)

計 
 

(百万円)

取得価額
相当額

12 758 770

減価償却
累計額相当額

1 337 339

期末残高
相当額

10 420 431

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 108百万円

１年超 276百万円

計 385百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 150百万円

１年超 280百万円

計 431百万円

 (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定しております。

 (注)         同左

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 
(減価償却費相当額)

139百万円
 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料
(減価償却費相当額)

167百万円
 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 220百万円

１年超 447百万円

計 668百万円

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 264百万円

１年超 539百万円

計 804百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券(平成18年３月31日) 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 株式 1,602 7,650 6,048

小計 1,602 7,650 6,048

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 1,602 7,650 6,048

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1,311 ― 83

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 155



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券(平成19年３月31日) 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 株式 1,645 7,690 6,045

小計 1,645 7,690 6,045

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 株式 8 7 △0

小計 8 7 △0

合計 1,653 7,698 6,044

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

47 32 ―

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 90



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項

① 取引の内容及び利用目的等

  外貨建社債に係る為替相場変動によるリスクを回避

するために、通貨スワップ取引を利用することとし

ております。また、長期借入金の金利変動リスクを

軽減するために、金利スワップ取引を利用しており

ます。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。

１ 取引の状況に関する事項

① 取引の内容及び利用目的等

   外貨建社債および輸入取引等に係る為替相場変動に

よるリスクを回避するために、通貨スワップ取引お

よび為替予約取引を利用しております。また、長期

借入金の金利変動リスクを軽減するために、金利ス

ワップ取引を利用しております。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。

② 取引に対する取組方針

  通貨関連におけるデリバティブ取引については、外

貨建資産・負債の為替変動リスクをヘッジするため

のものであり、投機目的の取引は行わない方針であ

ります。

  金利関連のデリバティブ取引については、長期借入

金の金利変動リスクを軽減するために、必要に応じ

て金利スワップ取引を利用しており、投機目的の取

引やレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行な

わない方針であります。

② 取引に対する取組方針

  通貨関連および為替関連におけるデリバティブ取引

については、外貨建資産・負債の為替変動リスクを

ヘッジするためのものであり、投機目的の取引は行

わない方針であります。

  金利関連のデリバティブ取引については、長期借入

金の金利変動リスクを軽減するために、必要に応じ

て金利スワップ取引を利用しており、投機目的の取

引やレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行な

わない方針であります。

③ 取引に対するリスクの内容

  通貨スワップ取引においては為替変動によるリス

ク、また、金利スワップにおいては、市場金利の変

動によるリスクを有しております。なお、通貨スワ

ップおよび金利スワップの契約先は、信用度の高い

銀行等であるため、相手先の契約不履行によるいわ

ゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま

す。

③ 取引に対するリスクの内容

  通貨スワップ取引および為替予約取引においては為

替変動によるリスク、また、金利スワップにおいて

は、市場金利の変動によるリスクを有しておりま

す。なお、通貨スワップ、為替予約および金利スワ

ップの契約先は、信用度の高い銀行等であるため、

相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、

ほとんどないと判断しております。

④ 取引に係るリスク管理体制

  当社には、通貨スワップおよび金利スワップ業務に

関する取引限度額および報告義務等を定めた管理基

準があり、この基準に基づいてこれらの取引が行わ

れております。これらの取引業務は資金チームにて

行っており、取引の発生都度、資金チームより担当

執行役へ報告を行っております。なお、新たな取引

の発生に際しては、取締役会に対し６ヶ月間の取引

を一括して年間２回の報告を行っております。

④ 取引に係るリスク管理体制

  当社には、通貨スワップ、為替予約および金利スワ

ップ業務に関する取引限度額および報告義務等を定

めた管理基準があり、この基準に基づいてこれらの

取引が行われております。これらの取引業務は資金

チームにて行っており、取引の発生都度、資金チー

ムより担当取締役へ報告を行っております。なお、

新たな取引の発生に際しては、取締役会に対し６ヶ

月間の取引を一括して年間２回の報告を行っており

ます。

⑤ その他

  在外連結子会社においては、通貨スワップ取引を行

っておりますが、当社の取引基準に従って当社が管

理しております。

⑤ その他

同左



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法…取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２ 上記の他に契約額が2,783百万円、時価及び評価損益が△9百万円ありますが、為替変動リスクを相互に相殺

するポジションを設定していることにより、為替変動リスクは実質的に解消しております。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法…取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２ 上記の他に契約額が9,600百万円、時価及び評価損益が△1百万円ありますが、為替変動リスクを相互に相殺

するポジションを設定していることにより、為替変動リスクは実質的に解消しております。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

  

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

市場取引 
以外の取引

通貨スワップ 
受取米ドル・ 
支払円

1,275 1,275 △4 △4

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

市場取引 
以外の取引

通貨スワップ 
受取米ドル・ 
支払円

107 107 △0 △0



次へ 

(退職給付関係) 
  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度とし

て、企業年金基金制度および退職一時金制度を設け

ており、一部の在外連結子会社は、確定拠出型退職

年金制度を採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度とし

て、企業年金基金制度および退職一時金制度を設け

ており、一部の在外連結子会社は、確定拠出型退職

年金制度を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日)

項目 金額(百万円)

① 退職給付債務 △8,089

② 年金資産 2,210

③ 小計(①＋②) △5,879

④ 未認識数理計算上の差異 2,764

⑤ 未認識過去勤務債務 
  (債務の減額)

△1,022

⑥ 退職給付引当金 
  (③＋④＋⑤)

△4,137

 (注) 当社及び国内連結子会社については、サンス

ター企業年金基金に加入しております。

なお、退職給付債務及び年金資産について

は、当社及び国内連結子会社相当額について

按分により算出しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

項目 金額(百万円)

① 退職給付債務 △8,455

② 年金資産 2,728

③ 小計(①＋②) △5,727

④ 未認識数理計算上の差異 2,700

⑤ 未認識過去勤務債務
  (債務の減額)

△929

⑥ 退職給付引当金
  (③＋④＋⑤)

△3,956

 (注) 当社及び国内連結子会社については、サンス

ター企業年金基金に加入しております。

なお、退職給付債務及び年金資産について

は、当社及び国内連結子会社相当額について

按分により算出しております。

３ 退職給付費用に関する事項

項目 金額(百万円)

① 勤務費用 249

② 利息費用 158

③ 期待運用収益 △32

④ 数理計算上の差異の費用処理額 281

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △92

⑥ 退職給付費用 
  (①＋②＋③＋④＋⑤)

563

  計 563

３ 退職給付費用に関する事項

項目 金額(百万円)

① 勤務費用 251

② 利息費用 161

③ 期待運用収益 △44

④ 数理計算上の差異の費用処理額 278

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △92

⑥ 退職給付費用
  (①＋②＋③＋④＋⑤)

554

 計 554

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 2.0％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 13年

  その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による按分額を発生の連結会計年度より

費用処理しております。

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 13年

  各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数による按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しており

ます。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 2.0％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 13年

  その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による按分額を発生の連結会計年度より

費用処理しております。

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 13年

  各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数による按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しており

ます。



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

 退職給付引当金 1,695

 たな卸資産・固定資産の 
 未実現利益

262

 賞与引当金 196

  減損損失 136

 投資有価証券評価損 65

 未払事業税 65

 たな卸資産評価減 61

 会員権評価損 58

 その他 150

繰延税金資産合計 2,693

 繰延税金負債との相殺 △1,871

繰延税金資産の純額 821  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

 退職給付引当金 1,621

たな卸資産・固定資産の
 未実現利益

1,048

 賞与引当金 214

  未払販促費 121

  未払金及び未払費用 109

 たな卸資産評価減 104

 投資有価証券評価損 65

 その他 49

繰延税金資産合計 3,333

 繰延税金負債との相殺 △2,131

繰延税金資産の純額 1,201

 

(繰延税金負債) 百万円

 その他有価証券評価差額金 △2,481

 その他 △316

繰延税金負債合計 △2,798

 繰延税金資産との相殺 1,871

繰延税金負債の純額 △926
 

(繰延税金負債) 百万円

 その他有価証券評価差額金 △2,481

 その他 △436

繰延税金負債合計 △2,917

 繰延税金資産との相殺 2,131

繰延税金負債の純額 △785

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整)

連結子会社との税率差異 △0.5

交際費等永久に 

損金に算入されない項目
6.9

連結子会社欠損金の 
税効果未認識額

1.3

住民税均等割等 0.9

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.4

税額控除 △5.6

その他 1.3

 税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率

44.9  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整)

交際費等永久に 

損金に算入されない項目
12.2

連結子会社欠損金の
税効果未認識額等

7.3

住民税均等割等 1.4

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.4

税額控除 △3.2

その他 5.5

税効果会計適用後の
 法人税等の負担率

63.8



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

(1) 当社の事業区分は、経営組織に基づく事業に応じてオーラルケア事業、コスメタリー事業、その他の事業

に分類しております。 

(2) 各事業区分の主要製品 

  

   
２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,301百万円であり、その主なも

のは、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は10,548百万円であり、その主なものは、当社での

余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、無形固定資産、長期前払費用、繰延資産の償却額及び増加額が含まれてお

ります。 

  

オーラルケア 
事業 

(百万円)

コスメタリー
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

56,151 9,353 3,677 69,182 ― 69,182

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 56,151 9,353 3,677 69,182 (―) 69,182

  営業費用 50,740 8,834 3,509 63,083 1,301 64,384

   営業利益 5,411 519 168 6,098 (1,301) 4,797

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 
  損失及び資本的支出

  資産 44,879 7,016 1,752 53,648 10,548 64,197

  減価償却費 1,657 261 41 1,960 342 2,302

  減損損失 ― ― ― ― 332 332

  資本的支出 1,633 171 36 1,840 86 1,927

事業区分 主要製品

オーラルケア事業 歯磨・歯ブラシ

コスメタリー事業 化粧品・シャンプー

その他の事業 食品・その他



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

(1) 当社の事業区分は、経営組織に基づく事業に応じてオーラルケア事業、コスメタリー事業、その他の事業

に分類しております。 

(2) 各事業区分の主要製品 

  

   
２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,463百万円であり、その主なも

のは、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,663百万円であり、その主なものは、当社での

余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、無形固定資産、長期前払費用、繰延資産の償却額及び増加額が含まれてお

ります。 

  

オーラルケア 
事業 

(百万円)

コスメタリー
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

58,386 8,921 3,213 70,521 ― 70,521

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 58,386 8,921 3,213 70,521 (―) 70,521

  営業費用 53,477 8,320 3,058 64,856 1,463 66,320

   営業利益 4,908 600 155 5,664 (1,463) 4,200

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 
  損失及び資本的支出

  資産 44,394 6,334 1,443 52,173 9,663 61,837

  減価償却費 1,673 229 43 1,946 328 2,274

  減損損失 569 ― ― 569 ― 569

  資本的支出 869 41 6 917 407 1,324

事業区分 主要製品

オーラルケア事業 歯磨・歯ブラシ

コスメタリー事業 化粧品・シャンプー

その他の事業 食品・その他



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米：米国、カナダ 

欧州：ヨーロッパ諸国 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,301百万円であり、その主なも

のは、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は10,548百万円であり、その主なものは、当社での

余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 所在地別セグメント区分の変更 

欧州市場における中核拠点としての位置付けである子会社サンスタースイスSAは、平成15年10月に米国子

会社サンスターバトラーの欧州事業を継承し、事業活動を続けておりますが、欧州の売上高も順調に伸長し

てきており、当該セグメントの重要性も高まっていることから、当連結会計年度より、所在地別セグメント

における区分を、従来の「欧米」より「北米」と「欧州」に分割して表示しております。これに伴い、「欧

州」の損益をより明確にするために、従来、「欧米」に含めていました全社的費用を、配賦不能営業費用と

しております。この結果、営業利益は「日本」について251百万円、「欧州」について1,049百万円それぞれ

多く計上され、「消去又は全社」について1,301百万円少なく計上されております。 

なお、前連結会計年度において当連結会計年度のセグメンテーションの方法等によった場合の所在地別セ

グメント情報は、次のとおりであります。 

日本
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

51,142 12,450 5,362 227 69,182 ― 69,182

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

135 869 1,802 ― 2,807 (2,807) ―

計 51,278 13,320 7,164 227 71,989 (2,807) 69,182

  営業費用 47,360 12,328 5,991 240 65,920 (1,535) 64,384

   営業利益又は 
   営業損失(△)

3,917 991 1,173 △13 6,069 (1,271) 4,797

Ⅱ 資産 30,668 19,058 14,211 191 64,130 66 64,197



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米：米国、カナダ 

欧州：ヨーロッパ諸国 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,179百万円であり、

その主なものは、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費

用であります。 

           ３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は11,737百万円であり、その主なもの 

           は、当社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る

      資産等であります。 

  

日本 
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

49,214 10,173 4,266 224 63,878 ― 63,878

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

136 737 1,042 ― 1,916 (1,916) ―

計 49,350 10,911 5,308 224 65,794 (1,916) 63,878

  営業費用 45,703 10,105 4,477 194 60,482 (812) 59,670

   営業利益 3,646 805 830 29 5,311 (1,103) 4,208

Ⅱ 資産 30,139 17,328 13,921 96 61,485 (128) 61,356



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米：米国、カナダ 

欧州：ヨーロッパ諸国 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,463百万円であり、その主なも

のは、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,663百万円であり、その主なものは、当社での

余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

日本
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

49,684 13,491 6,928 415 70,521 ― 70,521

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

133 1,073 2,167 ― 3,374 (3,374) ―

計 49,818 14,565 9,096 415 73,895 (3,374) 70,521

  営業費用 46,574 13,701 7,556 457 68,289 (1,969) 66,320

   営業利益又は 
   営業損失(△)

3,243 864 1,539 △41 5,605 (1,405) 4,200

Ⅱ 資産 28,082 17,839 13,654 185 59,762 2,074 61,837



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米：米国、カナダ 

欧州：ヨーロッパ諸国 

アジア：東アジア諸国、東南アジア諸国 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

３ 海外売上高区分の変更 

欧州市場における中核拠点としての位置付けである子会社サンスタースイスSAは、平成15年10月に米国子

会社サンスターバトラーの欧州事業を継承し、事業活動を続けておりますが、欧州の売上高も順調に伸長し

てきており、当該セグメントの重要性も高まっていることから、当連結会計年度より、海外売上高における

区分を、従来の「欧米」より「北米」と「欧州」に分割して表示しております。なお、前連結会計年度にお

いて当連結会計年度の区分によった場合の海外売上高は、次のとおりであります。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米：米国、カナダ 

欧州：ヨーロッパ諸国 

アジア：東アジア諸国、東南アジア諸国 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

北米 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 12,249 5,210 421 17,881

Ⅱ 連結売上高(百万円) 69,182

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
  売上高の割合(％)

17.7 7.6 0.6 25.9

北米 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 9,964 4,345 380 14,689

Ⅱ 連結売上高(百万円) 63,878

Ⅲ 連結売上高に占める
  海外売上高の割合(％)

15.6 6.8 0.6 23.0

北米 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 13,531 6,605 514 20,650

Ⅱ 連結売上高(百万円) 70,521

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
  売上高の割合(％)

19.2 9.4 0.7 29.3



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

親会社および法人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引条件および取引条件の決定方針等 

※１ 製商品の販売、荷造運賃保管および物品の購入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同 

 様に決定しております。 

※２ 不動産の賃貸借については、近隣の取引実勢にもとづいて価格を算出し、交渉のうえ決定しておりま 

 す。 

※３ 業務委託等については、その業務に係る人件費および経費にもとづき対価を合理的に算出し、交渉の 

 うえ決定しております。 

２ STARLECS㈱は平成18年２月１日付で当社の主要株主であった邦星アセット㈱と合併しております。従って、

上記については、STARLECS㈱および邦星アセット㈱との取引の合算金額を記載しております。なお、上記に

含まれている邦星アセット㈱との取引金額は下記の通りであります。 

   業務委託等 1百万円  不動産の賃借 4百万円 

３ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容
議決権等
の被所有
割合

関係内容

取引の内容
取引 
金額 

(百万円)
科目

期末
残高 

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

主要株主 
(会社等)

STARLECS㈱
兵庫県 
西宮市

80
貨物運送取扱、 
不動産管理業

直接
30.43％

兼任
２人

製商品販売
仕入 
業務委託 
物流業務 
不動産賃貸
借

製商品の販売※１ 157 売掛金 10

原材料・商品の
仕入※１

2 買掛金 0

不動産の賃借※２ 301
前払費用 155

敷金・ 
保証金

492

荷造運賃保管※１ 3,036 未払金 291

業務委託等※３ 1,248 未払金 0

物品の購入等※１ 113 未払金 8

不動産の賃貸※２ 19 ― ―



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

親会社および法人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引条件および取引条件の決定方針等 

※１ 製商品の販売、荷造運賃保管および物品の購入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同 

 様に決定しております。 

※２ 不動産の賃貸借については、近隣の取引実勢にもとづいて価格を算出し、交渉のうえ決定しておりま 

 す。 

※３ 業務委託等については、その業務に係る人件費および経費にもとづき対価を合理的に算出し、交渉の 

 うえ決定しております。 

２ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

(１株当たり情報) 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容
議決権等
の被所有
割合

関係内容

取引の内容
取引 
金額 

(百万円)
科目

期末
残高 

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

主要株主 
(会社等)

STARLECS㈱
兵庫県 
西宮市

80
貨物運送取扱、 
不動産管理業

直接
31.08％

兼任
２人

製商品販売
仕入 
業務委託 
物流業務 
不動産賃貸
借

製商品の販売※１ 148 売掛金 11

原材料・商品の
仕入※１

1 ― ―

不動産の賃借※２ 300
前払費用 155

敷金・ 
保証金

492

荷造運賃保管※１ 3,013 未払金 279

業務委託等※３ 1,262 ― ―

物品の購入等※１ 103 未払金 8

不動産の賃貸※２ 18 ― ―

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 556.49円 １株当たり純資産額 563.54円

１株当たり当期純利益 28.67円 １株当たり当期純利益 12.66円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため、記載しておりません。

同左

 
 

 

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額

  連結貸借対照表の 

  純資産の部の合計額
30,393百万円

  普通株式に係る純資産額 30,393百万円

  差額の主要な内訳 

   該当事項はありません。

  普通株式の発行済株式数 60,161,370株

  普通株式の自己株式数 6,228,601株

  １株当たり純資産額の算定に用いられた 

  普通株式の数

  53,932,769株

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

 連結損益計算書上の当期純利益 1,691百万円

 普通株式に係る当期純利益 1,691百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数 58,992,760株

 

２ １株当たり当期純利益

  連結損益計算書上の当期純利益 690百万円

  普通株式に係る当期純利益 690百万円

  普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

   該当事項はありません。

  普通株式の期中平均株式数 54,545,617株



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 当該社債は外貨建で発行しているため、「前期末残高」及び「当期末残高」欄に外貨建の金額を{付記}して

おります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

  

 
３ 流動負債「その他」(預り金)については、債権保全を目的としたものであり返済期限を定めておりませんの

で、返済予定額に含めておりません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

サンスターキャ
ピタル(ルクセ
ンブルク)S.A.

無担保私募債 
(シリーズＡ)

平成14年 
８月13日

5,563
{47,000千US$}

5,563
{47,000千US$}

8.57 無担保社債
平成21年
８月13日

サンスターキャ
ピタル(ルクセ
ンブルク)S.A.

無担保私募債 
(シリーズＢ)

平成14年 
８月13日

4,144
{35,000千US$}

4,144
{35,000千US$}

8.91 無担保社債
平成26年
８月13日

合計 ― ― 9,707 9,707 ― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

― ― 5,563 828 828

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 450 250 1.08 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,060 40 1.18 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,704 1,160 1.70
平成20年６月30日 
～平成21年９月30日

その他の有利子負債

 流動負債「その他」(預り金) 387 502 2.21 ―

合計 3,602 1,952 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 1,040 120 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
第80期

(平成18年３月31日)
第81期 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,820 2,440

 ２ 受取手形 ※７ 999 243

 ３ 売掛金 ※８ 4,563 4,865

 ４ 商品 772 675

 ５ 製品 1,795 1,671

 ６ 原材料 448 448

 ７ 仕掛品 224 172

 ８ 貯蔵品 140 127

 ９ 前払費用 240 262

 10 短期貸付金 18 18

 11 繰延税金資産 309 390

 12 その他 365 532

   貸倒引当金 △10 △5

   流動資産合計 13,687 24.3 11,842 22.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 3,037 2,841

  (2) 構築物 ※１ 256 250

  (3) 機械及び装置 ※１ 1,871 1,689

  (4) 車輌及び運搬具 ※１ 2 2

  (5) 工具器具及び備品 ※１ 793 676

  (6) 土地 8,840 8,730

  (7) 建設仮勘定 111 396

   有形固定資産合計 14,913 (26.5) 14,586 (27.5)

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 73 58

  (2) ソフトウェア 1,165 731

  (3) ソフトウェア仮勘定 159 118

  (4) その他 58 58

   無形固定資産合計 1,457 (2.6) 967 (1.8)



第80期
(平成18年３月31日)

第81期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 7,520 7,451

  (2) 関係会社株式 17,007 17,007

  (3) 出資金 15 15

  (4) 関係会社長期貸付金 350 ―

  (5) 長期前払費用 30 26

  (6) 敷金・保証金 744 729

  (7) 生命保険払込金 378 403

  (8) その他 164 15

   投資その他の資産合計 26,210 (46.6) 25,649 (48.4)

   固定資産合計 42,582 75.7 41,203 77.7

   資産合計 56,270 100.0 53,045 100.0



第80期
(平成18年３月31日)

第81期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 328 317

 ２ 買掛金 3,438 3,227

 ３ 短期借入金 450 250

 ４ １年以内に返済予定の 
   長期借入金

― 40

 ５ 未払金 4,592 4,578

 ６ 未払費用 1,017 1,017

 ７ 未払法人税等 545 68

 ８ 預り金 427 543

 ９ 賞与引当金 425 463

 10 返品調整引当金 73 68

 11 設備関係支払手形 164 58

   流動負債合計 11,463 20.4 10,634 20.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 1,000 1,160

 ２ 関係会社長期借入金 4,000 2,000

 ３ 繰延税金負債 443 688

 ４ 退職給付引当金 4,090 3,907

   固定負債合計 9,533 16.9 7,755 14.6

   負債合計 20,997 37.3 18,390 34.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 10,782 19.2 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 12,338 ―

   資本剰余金合計 12,338 21.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,181 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 退職積立金 39 ―

  (2) 別途積立金 9,080 9,119 ― ―

 ３ 当期未処分利益 1,795 ―

   利益剰余金合計 12,096 21.5 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,435 6.1 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※３ △3,379 △6.0 ― ―

   資本合計 35,272 62.7 ― ―

   負債及び資本合計 56,270 100.0 ― ―



 
  

第80期
(平成18年３月31日)

第81期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 10,782 20.3

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 12,338

   資本剰余金合計 ― ― 12,338 23.3

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,181

  (2) その他利益剰余金

    退職積立金 ― 39

    別途積立金 ― 9,880

    繰越利益剰余金 ― 1,235

   利益剰余金合計 ― ― 12,336 23.2

 ４ 自己株式 ― ― △4,204 △7.9

   株主資本合計 ― ― 31,252 58.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 3,403 6.4

   評価・換算差額等合計 ― ― 3,403 6.4

   純資産合計 ― ― 34,655 65.3

   負債及び純資産合計 ― ― 53,045 100.0



② 【損益計算書】 

  
第80期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第81期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 43,936 42,890

 ２ 商品売上高 7,162 51,099 100.0 6,730 49,621 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首棚卸高 1,586 1,795

 ２ 当期製品製造原価 ※３ 13,798 13,612

合計 15,384 15,407

 ３ 製品期末棚卸高 1,795 1,671

 ４ 差引製品売上原価 13,589 13,736

 ５ 商品期首棚卸高 590 772

 ６ 当期商品仕入高 3,755 3,377

合計 4,346 4,149

 ７ 商品期末棚卸高 772 675

 ８ 差引商品売上原価 3,573 3,474

 ９ 他勘定振替高 ※１ 470 389

 10 返品調整引当金戻入額 69 73

 11 返品調整引当金繰入額 73 16,696 32.7 68 16,817 33.9

   売上総利益 34,403 67.3 32,803 66.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３

 １ 販売奨励費 3,190 3,011

 ２ 拡販費 139 133

 ３ 荷造運賃保管料 2,626 2,595

 ４ 広告宣伝費 11,167 10,463

 ５ 給料諸手当 3,725 3,749

 ６ 賞与引当金繰入額 245 273

 ７ 退職給付費用 319 315

 ８ 旅費交通費 626 587

 ９ 減価償却費 665 631

 10 賃借料 829 763

 11 研究開発費 ※２ 1,977 1,920

 12 業務委託料 2,140 2,351

 13 その他 3,156 30,810 60.3 3,081 29,879 60.2

   営業利益 3,593 7.0 2,924 5.9



 
  

第80期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第81期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※４ 30 21

 ２ 受取配当金 44 62

 ３ 受取賃貸料 148 144

 ４ 雑収入 40 263 0.5 15 243 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 ※４ 351 312

 ２ 売上割引 759 731

 ３ 雑損失 21 1,132 2.2 16 1,060 2.1

   経常利益 2,724 5.3 2,107 4.3

Ⅵ 特別利益

 １ 土地売却益 ― 70

 ２ 投資有価証券売却益 ― 32

 ３ 貸倒引当金戻入益 1 5

 ４ 会員権売却益 ― 1 0.0 2 110 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 訴訟関連費用 86 696

 ２ 固定資産除売却損 ※５ 130 124

 ３ 会員権評価損 ― 5

 ４ 投資有価証券消却損 ― 0

 ５ 減損損失 ※６ 332 ―

 ６ 投資有価証券売却損 83 ―

 ７ 収用に伴う固定資産 
      処分損

※７ 56 689 1.3 ― 827 1.7

   税引前当期純利益 2,036 4.0 1,391 2.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

804 418

   法人税等調整額 △51 753 1.5 186 604 1.2

   当期純利益 1,283 2.5 786 1.6

   前期繰越利益 812 ―

   中間配当額 300 ―

   当期未処分利益 1,795 ―



製造原価明細書 

  

 
(注) １ ※の他勘定振替高は研究開発費等に振替したものであります。 

２ 原価計算の方法 

工程別総合原価による実際原価計算を採用しております。 

  

第80期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第81期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 8,256 59.5 7,951 58.5

Ⅱ 労務費 2,027 14.6 1,985 14.6

Ⅲ 経費

 １ 外注加工費 635 689

 ２ 減価償却費 751 774

 ３ その他 2,215 3,601 25.9 2,188 3,652 26.9

Ⅳ 当期総製造費用 13,885 100.0 13,589 100.0

Ⅴ 期首仕掛品棚卸高 172 224

Ⅵ 他勘定振替高 ※ 35 28

Ⅶ 期末仕掛品棚卸高 224 172

Ⅷ 当期製品製造原価 13,798 13,612



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は、利益処分を決議した取締役会開催日であります。 

  

④ 【株主資本等変動計算書】 

第81期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注) 剰余金の配当には、利益処分による利益配当276百万円が含まれております。 

第80期
(平成18年５月18日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,795

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 276

 ２ 任意積立金

    別途積立金 800 1,076

Ⅲ 次期繰越利益 719

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 

株 式

株主資本 

合  計資 本 

準備金

利 益 

準備金

その他利益剰余金

退 職
積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 1,181 39 9,080 1,795 △3,379 31,837

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △546 △546

 当期純利益 786 786

 自己株式の取得 △825 △825

 別途積立金の積立 800 △800 ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― ― 800 △560 △825 △585

平成19年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 1,181 39 9,880 1,235 △4,204 31,252

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,435 35,272

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △546

 当期純利益 786

 自己株式の取得 △825

 別途積立金の積立 ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△32 △32

事業年度中の変動額合計(百万円) △32 △617

平成19年３月31日残高(百万円) 3,403 34,655



重要な会計方針 

  
第80期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第81期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

 (1) 子会社株式……

    移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

 (1) 子会社株式……

同左

 (2) その他有価証券

    時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に

基づく時価法

    (評価差額は、全部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定)

 (2) その他有価証券

    時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に

基づく時価法

    (評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定)

    時価のないもの……移動平均法による原価法     時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

  総平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産……定率法

   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)については、定額法によっ

ております。

   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産……定額法

   なお、耐用年数ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

   ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)による定額法に

よっております。

 (2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用……定額法

   なお、償却期間については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

 (3) 長期前払費用

同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   期末現在に有する売掛金・受取手形などの貸倒れ

による損失に備えるため、一般債権については、

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を考慮し、回収不能見

込額を計上しております。

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に備えるため、当期に負担す

べき賞与支給見込額を計上しております。

 (2) 賞与引当金

同左

 (3) 返品調整引当金

   期末における売上製品・商品の返品による損失に

備えるため、返品実績率による損失見込額を計上

しております。

 (3) 返品調整引当金

同左



 
  

第80期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第81期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上し

ております。

   過去勤務債務については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による

按分額を発生の年度より費用処理しております。

   数理計算上の差異については、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(13年)による按分額をそれぞれ発生の翌期より費

用処理しております。

 (4) 退職給付引当金

同左

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法   

繰延ヘッジ処理を採用しております。ヘッジ会

計 における特例処理の要件を満たす金利スワップ

取引については、特例処理を採用しております。

６ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法   

繰延ヘッジ処理を採用しております。ヘッジ会

計 における振当処理の要件を満たす為替予約取引

については振当処理を採用しております。また、

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引につい

ては、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…金利スワップ取引 

・ヘッジ対象…長期借入金の金利変動リスク

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引 

・ヘッジ対象…外貨建資産・負債の為替変動リス 

       ク、長期借入金の金利変動リスク

(3) ヘッジ方針 

長期借入金の金利変動リスクを軽減するために、必

要に応じて金利スワップ取引を利用しております。

なお、金利スワップ取引に関する取引限度額等を定

めた管理基準があり、これに準拠して取引の実行お

よび管理をしており、取引発生の都度、担当執行役

に対し報告しております。

(3) ヘッジ方針 

輸入取引等に係る為替相場変動によるリスクを回

避するために、必要に応じて為替予約取引を利用

しております。また、長期借入金の金利変動リス

クを軽減するために、必要に応じて金利スワップ

取引を利用しております。なお、いずれの取引に

ついても取引限度額等を定めた管理基準があり、

これに準拠して取引の実行および管理をしてお

り、取引発生の都度、担当取締役に対し報告して

おります。

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満

たしているため、有効性の評価を省略しておりま

す。

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約取引については、為替予約の締結時に、

リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額

で同一期日の為替予約をそれぞれに振当てしてい

ることにより、その後の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されているので有効性の評価

を省略しております。また、金利スワップ取引に

ついては、特例処理の要件を満たしているため、

有効性の評価を省略しております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   税抜方式によっております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

  

第80期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第81期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これにより、特別損失が332百万円増加し、税引前当

期純利益が332百万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。

―――

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。なお、従

来の「資本の部」の合計に相当する金額は34,655百万円

であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表の純資産の部については、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
第80期 

(平成18年３月31日)
第81期

(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

百万円

・建物 5,611

・構築物 807

・機械及び装置 10,929

・車輌及び運搬具 33

・工具器具及び備品 3,710

計 21,092

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

百万円

・建物 5,667

・構築物 811

・機械及び装置 10,083

・車輌及び運搬具 33

・工具器具及び備品 3,813

計 20,409

※２

 

会社が発行する株式

普通株式 235,000,000株

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっております。

発行済株式総数 普通株式 60,161,370株

※２

 

 

―――

※３ (自己株式の保有数)

普通株式 4,903,015株

※３ ―――

 ４ 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が3,435百

万円増加しております。  

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。

 ４ ―――

 ５

 

債務保証

子会社の金融機関からの借入に対して次のとおり

保証を行っております。

(当社との関係) (会社名又は名称) (債務保証額)

・子会社 
 
 

サンスター
バトラー 
 

1,430百万円
(12,179千US$)

335百万円

・子会社
サンスターキャピ
タル(ルクセンブ
ルク)S.A.

9,707百万円
(82,000千US$)

計 11,473百万円

上記のうち外貨建債務保証は、通貨スワップ取引

の行なわれているものについてはスワップレート

で換算し、その他のものについては決算日の為替

相場によって換算しております。

 ５

 

債務保証

子会社の金融機関からの借入に対して次のとおり

保証を行っております。

(当社との関係) (会社名又は名称) (債務保証額)

・子会社
サンスターキャピ
タル(ルクセンブ
ルク)S.A.

9,707百万円
(82,000千US$)

上記のうち外貨建債務保証は、通貨スワップ取引

の行なわれているものについてはスワップレート

で換算しております。



 
  

  

(損益計算書関係) 

  

第80期 
(平成18年３月31日)

第81期
(平成19年３月31日)

 ６ 偶発事象 

1980年に当社と米国アルバート・カルバー社との

間で締結したＶＯ５商標に関する譲渡契約等にも

とづいて使用している同商標について、当該譲渡

契約等に違反しているとして、同社から損害賠償

の請求、同商標の使用差し止め等を求める訴訟が

提起されております。一方、当社からも、同社に

対して不当な干渉にもとづく損害賠償などを求め

る反訴を起こしており、現在ともに米国イリノイ

州の連邦地方裁判所にて係争中であります。当社

は、正当な論拠をもって応訴しております。

 ６ 偶発事象

1980年に当社と米国アルバート・カルバー社との

間で締結したＶＯ５商標に関する譲渡契約等にも

とづいて使用している同商標について、当該譲渡

契約等に違反しているとして、同社から損害賠償

の請求、同商標の使用差し止め等を求める訴訟が

提起され、当社からも、同社に対して不当な干渉

にもとづく損害賠償等を求める反訴を提起してい

た訴訟において、2006年12月、米国イリノイ州の

連邦地方裁判所にて、当社が当該譲渡契約等に違

反していること、ただし、当社に対する損害賠償

請求は認めない旨の陪審の評決がありました。な

お、同商標の使用差し止め等については、今回の

陪審の評決の範囲には含まれておりません。 

現在、当該評決は、法律的解釈に誤りがあるとし

て当該評決を無効にし再審理を求める旨の当社の

申立と、当該評決にもとづく同商標の使用差し止

め等を求める旨の同社の申立が同裁判所において

審理中であります。

※７ ――― ※７ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、期末残高に含まれており

ます。

受取手形 71百万円

※８ 関係会社に対する債権債務

売掛金 156百万円

※８ 関係会社に対する債権債務

売掛金 196百万円

第80期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第81期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 他勘定振替高

 製品・商品を広告宣伝用に振替処理したもので

あります。

※１ 他勘定振替高

同左

※２ 研究開発費

研究開発費には次の項目が含まれています。

百万円

・賞与引当金繰入額 51

・退職給付費用 67

・減価償却費 49

※２ 研究開発費

研究開発費には次の項目が含まれています。

百万円

・賞与引当金繰入額 59

・退職給付費用 69

・減価償却費 51

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は2,026百万円であります。

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は1,960百万円であります。

※４ 関係会社との取引高

受取利息 29百万円

支払利息 328

※４ 関係会社との取引高

受取利息 20百万円

支払利息 282



  

 
  

第80期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

第81期
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

※５ 固定資産除売却損

百万円

 建物 14

 機械及び装置 9

 車輌及び運搬具 33

 工具器具及び備品 22

 ソフトウェア 49

 長期前払費用 1

計 130

※５ 固定資産除売却損

百万円

 建物 27

 構築物 2

 機械及び装置 74

 工具器具及び備品 10

 ソフトウェア 6

 その他 3

計 124

※６
 

 

減損損失 332百万円

 当社は、下記の資産について減損損失を計上し

ました。

用 途 種 類 場 所

賃貸用不動産 
(駐車場)

土 地
東京都 
大田区

事業用資産においては、事業区分をもとにした概

ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の

単位毎に、賃貸用不動産および遊休資産において

は、個別物件単位毎に資産のグルーピングをして

おりますが、当該賃貸用資産については、地価の

著しい下落のため減損損失を認識しました。な

お、回収可能額は正味売却価額により算出してお

り、不動産鑑定評価額をもとにしております。

※６ ―――

※７
 
収用に伴う固定資産処分損 56百万円

収用に伴う固定資産処分損の内訳は以下のとおり

であります。

百万円

補 償 金 収 入 148

固定資産処分額

  建物 18

 土地 157

 移転経費 28

固定資産処分額合計 205

差引:収用に伴う固定資産
     処分損

56

※７ ―――



(株主資本等変動計算書関係) 

第81期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議による自己株式の取得による増加       1,186,000株 

   単元未満株式の買取りによる増加            139,586株 

  

(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

  

 
  

株式の種類
前 事 業 

年度末（株）
増加（株） 減少（株）

当 事 業 
年度末（株）

 普通株式 4,903,015 1,325,586 ― 6,228,601

第80期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第81期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

車輌 
及び運搬具 
(百万円)

工具器具 
及び備品 
(百万円)

計 
 

(百万円)

取得価額 
相当額

16 577 593

減価償却 
累計額 
相当額

10 197 208

期末残高 
相当額

5 379 385

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

車輌
及び運搬具 
(百万円)

工具器具 
及び備品 
(百万円)

計 
 

(百万円)

取得価額
相当額

12 758 770

減価償却
累計額 
相当額

1 337 339

期末残高
相当額

10 420 431

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 108百万円

１年超 276百万円

計 385百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 150百万円

１年超 280百万円

計 431百万円

 (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定しております。

 (注)         同左

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 139百万円

(減価償却費相当額)

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 167百万円

(減価償却費相当額)

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

第80期 
(平成18年３月31日)

第81期
(平成19年３月31日)

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

第80期 
(平成18年３月31日)

第81期
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

 退職給付引当金 1,677

 賞与引当金 195

 減損損失 136

 投資有価証券評価損 65

 未払事業税 63

 会員権評価損 58

 その他 57

繰延税金資産合計 2,253

 繰延税金負債との相殺 △1,944

繰延税金資産の純額 309

(繰延税金負債) 百万円

 その他有価証券評価差額金 △2,387

繰延税金負債合計 △2,387

 繰延税金資産との相殺 1,944

繰延税金負債の純額 △443
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

 退職給付引当金 1,602

 賞与引当金 212

 未払販促費 121

 投資有価証券評価損 65

  たな卸資産評価減 35

 未払事業税 14

 その他 15

繰延税金資産合計 2,067

 繰延税金負債との相殺 △1,676

繰延税金資産の純額 390

(繰延税金負債) 百万円

 その他有価証券評価差額金 △2,364

繰延税金負債合計 △2,364

 繰延税金資産との相殺 1,676

繰延税金負債の純額 △688

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整)

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

4.5

住民税均等割等 1.3

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.6

税額控除 △8.4

その他 △0.8

 税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率

37.0

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

5.5

住民税均等割等 1.9

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.6

税額控除 △4.4

その他 0.1

税効果会計適用後の
 法人税等の負担率

43.5



(１株当たり情報) 

  

 
  

第80期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第81期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 638.32円 １株当たり純資産額 642.56円

１株当たり当期純利益 21.75円 １株当たり当期純利益 14.42円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため、記載しておりません。

同左

 

 

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額

  貸借対照表の純資産の部の合計額 34,655百万円

  普通株式に係る純資産額 34,655百万円

  差額の主要な内訳 

   該当事項はありません。

  普通株式の発行済株式数 60,161,370株

  普通株式の自己株式数 6,228,601株

  １株当たり純資産額の算定に用いられた 

  普通株式の数

53,932,769株

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

 損益計算書上の当期純利益 1,283百万円

 普通株式に係る当期純利益 1,283百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数 58,992,760株

 

２ １株当たり当期純利益

  損益計算書上の当期純利益 786百万円

  普通株式に係る当期純利益 786百万円

  普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

   該当事項はありません。

  普通株式の期中平均株式数 54,545,617株



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

㈱メディセオ・パルタック 
ホールディングス

1,696,245 3,808

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

760 1,010

三井物産㈱ 220,000 484

日本興亜損害保険㈱ 434,000 438

㈱みずほ 
フィナンシャルグループ

454 344

㈱三井住友 
フィナンシャルグループ

208 222

㈱横浜銀行 212,000 186

三井トラスト・ 
ホールディングス㈱

154,200 179

㈱あらた 451,825 169

㈱プラネット 752 156

高砂香料工業㈱ 190,000 119

その他39銘柄 247,333 333

計 3,607,777 7,451



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
   ２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
３ 当期減価償却額の配分状況は次のとおりであります。 

減価償却費 

 
  

【引当金明細表】 

  

 
(注) ※実績率に基づく洗替による戻入額であります。 

  

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却累 
計額(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 8,649 57 196 8,509 5,667 225 2,841

 構築物 1,064 27 29 1,061 811 31 250

 機械及び装置 12,800 239 1,266 11,773 10,083 337 1,689

 車輌及び運搬具 35 ― 0 35 33 0 2

 工具器具及び備品 4,504 209 224 4,489 3,813 306 676

 土地 8,840 ― 109 8,730 ― ― 8,730

 建設仮勘定 111 465 181 396 ― ― 396

有形固定資産計 36,005 999 2,008 34,996 20,409 900 14,586

無形固定資産

 商標権 156 ― 4 152 94 15 58

 ソフトウェア 2,759 98 136 2,721 1,990 526 731

 ソフトウェア 
 仮勘定

159 16 57 118 ― ― 118

 その他 69 3 0 72 13 2 58

無形固定資産計 3,145 119 199 3,065 2,097 545 967

長期前払費用 65 10 8 67 40 11 26

機械及び装置‥‥歯磨製造装置 162百万円

建設仮勘定‥‥‥本社建物 298百万円

機械及び装置‥‥シャンプー製造設備 1,088百万円

製造費用 774百万円

販売費及び一般管理費 631百万円

研究開発費 51百万円

計 1,457百万円

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 10 4 0 ※ 9 5

賞与引当金 425 463 425 ― 463

返品調整引当金 73 68 ― ※ 73 68



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 2

預金

当座預金 2,422

普通預金 15

計 2,437

合計 2,440

相手先 金額(百万円)

㈱コバショウ 156

㈱ＪＴＢ商事 41

㈱スズケン 7

白石薬品㈱ 6

㈱三星 4

その他 25

合計 243

期日 金額(百万円)

平成19年４月 205

平成19年５月 34

平成19年６月 3

合計 243



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金の滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ニ たな卸資産 
  

 
  

ホ 関係会社株式 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱パルタック 1,404

㈱あらた 605

日本生活協同組合連合会 594

㈱東京堂 343

㈱コバショウ 200

その他 1,716

合計 4,865

期首繰越高 
(Ａ) 

(百万円)

当期発生高 
(Ｂ) 

(百万円)

当期回収高 
(Ｃ) 

(百万円)

当期末残高
(Ｄ) 

(百万円)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(カ月)
[(Ａ)＋(Ｄ)]×1/2

(Ｃ)÷12

4,563 52,094 51,793 4,865 91.4 1.09

科目 金額(百万円) 内訳

商品 675 歯ブラシ・食品・その他

製品 1,671
歯磨・歯ブラシ・化粧品・シャンプ
ー・その他

原材料 448
歯磨・歯ブラシ・化粧品・シャンプ
ー・その他

仕掛品 172
歯磨・歯ブラシ・化粧品・シャンプ
ー・その他

貯蔵品 127 販促物・その他

合計 3,094 ―

銘柄 株式数(株) 金額(百万円)

(子会社株式)

 サンスターマーケティング㈱ 10,000 10

 サンスターアメリカインク 2,353
13,281

(96,473千US$)

 サンスターキャピタル 
 (ルクセンブルク)S.A.

3,999
486

(3,999千US$)

 サンスタースイスSA 35,900
3,157

(35,900千Sfr)

 盛勢達国際貿易(上海)有限公司 ―
72

(600千US$)

合計 ― 17,007



② 負債の部 

イ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

ロ 買掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

ヤマトエスロン㈱ 188

㈱タカラ 21

ローディア日華㈱ 20

㈱ＣＤＧ 10

三木産業㈱ 7

その他 68

合計 317

期日 金額(百万円)

平成19年４月 103

平成19年５月 93

平成19年６月 120

合計 317

相手先 金額(百万円)

三井物産㈱ 351

㈱吉野工業所 267

稲畑産業㈱ 175

豊田通商㈱ 171

大和製罐㈱ 144

その他 2,117

合計 3,227



ハ 未払金 

  

 
  

ニ 長期借入金 

  

 
(注) 関係会社長期借入金を含めて記載しております。 

  

ホ 退職給付引当金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

広告宣伝費 1,583百万円 その他経費 2,032百万円

販売奨励費 962百万円 計 4,578百万円

相手先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 400

㈱みずほコーポレート銀行 300

㈱三井住友銀行 300

㈱あおぞら銀行 100

日本生命保険相互会社 60

サンスタースイスSA 2,000

合計 3,160

区分 金額(百万円)

退職給付債務 8,358

未認識数理計算上の差異 △2,680

未認識過去勤務債務(債務の減額) 927

年金資産 △2,697

合計 3,907



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い。 

    会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

    会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

    株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 ２ 剰余金の配当の基準日については、上記基準日のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨

を定款に定めております。 

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券、100,000
株券及び100株未満の株数を表示する株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス

  取次所
株式会社だいこう証券ビジネス
全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき200円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス

  取次所
株式会社だいこう証券ビジネス
全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、大阪市において発行する日本経
済新聞に掲載して行う。  
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
http://www.sunstar.com/koukoku/

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等の会社名 

ＳＳＡ株式会社、Sunstar SA 

ＳＳＡ株式会社については、親会社等状況報告書を提出しております。また、Sunstar SAについては、

親会社等状況報告書についての提出期限の承認申請書を提出中であります。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第80期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月27日 
関東財務局長に提出。

(2)  
 

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 
 

自 平成18年３月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年４月10日 
関東財務局長に提出。

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 
 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年４月30日

平成18年５月10日 
関東財務局長に提出。

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 
 

自 平成18年５月１日 
至 平成18年５月31日

平成18年６月９日 
関東財務局長に提出。

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 
 

自 平成18年６月１日 
至 平成18年６月26日

平成18年６月27日 
関東財務局長に提出。

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 自 平成18年７月６日 
至 平成18年７月31日

平成18年８月10日 
関東財務局長に提出。

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 自 平成18年８月１日 
至 平成18年８月31日

平成18年９月８日 
関東財務局長に提出。

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 自 平成18年９月１日 
至 平成18年９月30日

平成18年10月10日 
関東財務局長に提出。

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 自 平成18年10月１日 
至 平成18年10月31日

平成18年11月10日 
関東財務局長に提出。

自己株券買付状況 
報告書の訂正報告書

訂正報告書(平成18年11月10日提出
自己株券買付状況報告書の訂正報告
書)

平成18年11月16日 
関東財務局長に提出。

(3) 半期報告書 (第81期中) 自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

平成18年12月26日 
関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府例
第19条第２項第３号(親会社の異動)
及び第４号(主要株主の異動)の規定
に基づく臨時報告書

平成19年３月16日
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月26日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンスター株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、サンスター株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準が

適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

２．（セグメント情報）の【所在地別セグメント情報】（注）４及び【海外売上高】（注）３に記載のとお

り、会社は従来「欧米」としていた所在地区分及び海外売上高区分を「欧州」「北米」に分割して表示し

ている。また、【所在地別セグメント情報】（注）４に記載のとおり、営業費用の配賦方法を変更してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月25日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンスター株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、サンスター株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月26日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンスター株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第80期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、サンスター株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用さ

れることとなったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月25日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンスター株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第81期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、サンスター株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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